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1．研究開発プロジェクト 

（1）研究開発プログラム  ：問題解決型サービス科学研究開発プログラム 

（2）プログラム総括    ：土居 範久 

（3）研究代表者      ：戸谷 圭子 

（4）研究開発プロジェクト名：「金融サービスにおける企業・従業員・顧客の共創価値測定尺度 

の開発」 

（5）研究開発期間     ： 平成 24 年 10 月～平成 27 年 9 月 

 

 

2．研究開発実施の要約 

2-1．研究開発目標 

 

■サービス科学の研究基盤としての目標 

１．共創価値の種類の定義（CLV，FV，KV，EV 等） 

２．共創価値の主体（顧客—従業員間，従業員—企業間，顧客—企業間，顧客間等）定義 

３．各主体（間）における各共創価値の測定方法 

４．各主体（間）における各共創価値の測定尺度 

５．共創価値の算出方法 

６．各共創価値から派生するネットワーク効果の計量化手法 

７．それぞれの共創価値間の構造 

８．今後の一般化（金融サービス以外への）拡張の指針 

  

■実務への適用に関する目標 

１．共創価値を視野に入れた経営戦略指針 

２．金融サービス従事者のモチベーションの向上 

３．金融サービス品質の向上 

４．金融サービス提供プロセスにおける顧客参加促進による収益性向上 

５．金融機関の長期的な顧客／地域社会との関係性向上 

 

 

2-2．実施項目・内容 

 

  測定尺度開発のための準備作業 

➢ 調査協力先企業との守秘義務契約締結（H24.10 - 12） 

➢ 先行研究のレビュー作業（H24. 10 –H25.9） 

➢ フィールド調査による価値共創活動の定性調査 

 従業員観察調査（H25.1 - 3） 

 法人顧客インタビュー調査（H25.1 - 3） 

➢ FV，KV，EV の分類軸の整理作業と測定尺度・項目開発（H25. 4 - H25. 7） 
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  測定尺度開発のための必要性検討 

➢ 既に実践で用いられている財務数値の限界の検討（H24. 12 - H27. 5） 

➢ 法人顧客間の振込ネットワークをもとにした顧客価値と財務数値の関係分析（H26. 1 

– H27. 5） 

 

  開発した測定尺度の因子的妥当性を確認するための作業 

➢ 第一回従業員定量調査（H25. 8）および分析（H26. 9 - H27. 11） 

➢ 第一回法人顧客定量調査（H25. 6 - 7）および分析（H26. 9 - H27. 11） 

➢ 第二回従業員定量調査（H26. 12）および分析（H27. 1 - H27. 9） 

➢ 第二回顧客定量調査（H26. 12）および分析（H27. 1 - H27. 9） 

➢ 全国調査（H27.3）および分析（H27.4 – H27.9） 

 

  開発した測定尺度の予測的妥当性を確認するための作業 

➢ カスタマー・エクイティに対しての予測能力の検討（H27. 4 – H27. 9） 

➢ 顧客の財務体質改善に対しての予測能力の検討（H27. 4 – H27. 9） 

➢ 顧客のネットワーク価値上昇に対しての予測能力の検討（H27. 4 – H27. 9） 

 

 

2-3．主な結果・成果 

 

本プロジェクトの成果 

１．共創価値の種類の定義（FV， KV， EV 等）  

共創価値測定尺度モデルを総称して、FKE Value モデル（図 2-3-1 参照）と呼ぶ。F は基本機能、

K は知識、E は感情の略である。ここでは、それぞれの価値を FV、KV、EV と呼び、各価値を

以下のように定義した。 

 

・基本機能価値（Fundamental Value, FV） 

 基本機能価値とは、企業がそのビジネスでコアサービスとして、提供することを事前に約束し、

顧客が対価を支払って購入する基本的な価値である。この価値は、短期的に収益につながりやす

く、企業側、顧客側とも認識しやすい価値である。 

 

・知識価値（Knowledge Value, KV） 

知識価値とは、企業や従業員の活動、顧客の知識やスキル向上に作用し、逆に顧客に関する知

見が企業側に蓄積し Co-Production や Co-Creation に結びつくことによる価値をいう。例えば、

ある取引場面において、長期間の取引を行っている企業と顧客の間では、新しく取引を開始する

場合よりもはるかに手間が少なく済む。これは、企業と顧客との間の共有知識が蓄積されている

からであり、このことは労力の低減という価値となっている。顧客ニーズを捉えた新サービス開

発や、顧客情報のマネタイズという新たな収益にも結び付く。このことから KV は、短期的な収

益には直接結びつきにくいが、長期的に蓄積される価値として非常に重要と考えられる。 

 

・感情価値（Emotional Value, EV） 

 感情価値とは、企業や従業員の活動が顧客の感情に作用し、Co-production や Co-creation に結

びつくこと、また、従業員のモチベーションを上げるなど、による価値である。この価値は、短

期的な情動としての喜びや興奮といったものから、長期的な安心や信頼まで含まれ、FV とは異な
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り短期的な収益には直接結びつくことは少ないが、口コミやリピート購買において、長期的には

非常におおきなインパクトを持つと考えられる。 

 

—当初の金銭価値 MV から機能的価値 FV へ変更。収益化されやすいため金銭換算が容易である

が、金銭そのものではないため、広くこれまで多くの企業が重視してきた認知的な機能を示すも

のとして機能的価値とした。 

 

 

 

図 2-3-1．FKE Value モデル 

 

 

２．共創価値の主体定義 

各主体は具体的な人ではなく、役割として定義した。そのため、例えばここでの企業の定義は、

組織的戦略的意思決定を行う役割のことを指す。それぞれの主体間、または複数の主体が参加す

る形で共創的な活動が行われ、共創価値が生まれると考える。例えば、サービスが提供される場、

サービスエンカウンターにおいて顧客と従業員の間に共創的相互作用が生じ、共創価値が生産さ

れる。それは，従業員と企業、顧客と企業も同様であり、顧客・企業・従業員の三者間や顧客同

士、従業員同士の共創活動もありうる。 

 

企業（組織）： 

組織の戦略的意思決定を行う役割を持つ主体。提供する価値を事前に顧客に約束し、それを提供

可能にする仕組みを構築する主体。 

 

顧客： 

組織外にいて組織からのサービスオファーを受容しサービスを受ける主体であり、同時にサービ

スの生産に自らのリソースを提供して参加し、共創価値を産む主体でもある。 

 

従業員： 

組織内にいて、企業（組織）が約束したサービスを直接的・間接的に実現する役割を果たす主体。 

 

 

３．各主体（間）における各共創価値の測定方法  

定量調査を用いた各共創価値の測定方法は、以下の通りである。顧客調査は郵送送付・郵送回

収、従業員調査は Web による調査を使用している。但し、対象業種や企業の特性に応じて異なる
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調査方法も可能と考える。しかしながら、営業担当者による手渡しや店頭配布等はバイアスがか

かるため推奨しない。特に調査方法を限定するものではない。調査対象は全従業員を対象とする。

顧客接点のある従業員（営業職等）と、顧客接点の無い従業員を分け、顧客接点の無い場合は業

務上繋がりのある他部署を顧客と見なして回答する形とする。顧客は費用が許せば取引がある全

企業を対象とすることが望ましいが、通常はサンプリング調査となる。サンプルの抽出方法は、

地域、企業規模、取引種類、取引間等で層化抽出する。 

従業員、顧客とも、調査票の共創価値に紐づく設問は、5 点もしくは 7 点リッカート尺度とす

る。尺度に中位（どちらでもない）を含めているのは、回答者の意見を正しく反映させるためで

ある。調査票の分量から被験者負担を考慮すると、結果変数にあたる満足度やロイヤルティは 7

点、原因変数に当たる評価項目は 5 点が望ましい。 

 

 

４．各主体（間）における各共創価値の測定尺度  

 具体的には基本機能価値・感情価値・知識価値の３つの共創価値を以下の項目について５点リ

ッカート尺度で測定する。 
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表 2-3-1. 顧客の各共創価値を測定する項目一覧（色付き箇所は合成変数抽出項目） 

基本機能価値(FV)  14 問 知識価値(KV) 13 問 感情価値(EV) 7 問 

因子名 項目 因子名 項目 因子名 項目 

取引一貫性 

（5 問） 

・X 社の支店・担当者の

対応は一貫している 

・X 社の当社に対する取

引方針は一貫している 

・X 社は自社への取引理

念を明らかにしている 

・X 社従業員はこまめに

訪問してくれる 

・X 社は当社のニーズに

合う取引（融資）を提案

してくれる 

担当者によ

る理解・ 

アドバイス 

（4 問） 

X 社の従業員は 

・当社の経営理念を理解

している 

・当社の事業内容を理解

している 

・適切な経営アドバイス

をしてくれる 

・事業経営の相談に乗っ

てくれる 

情動 

（3 問） 

X 社の従業員は 

・話していて楽しい 

・気が合う 

・気が利く 

基本応対 

（4 問） 

X 社従業員は 

・礼儀正しい 

・身だしなみが良い 

・話しをよく聴き理解し

ようとする 

・約束を守る 

契約締結 

コスト削減 

（3 問） 

・X 社との取引（融資）

関連書類は分かり易

い 

・X 社の取引（融資）の

仕組は分かり易い 

・取引（融資）に関わる

書類は必要最小限で

ある 

誇り 

（2 問） 

・X 社と取引関係にあるこ

とを周囲に誇れる 

・X 社の経営層と親しいこ

とを周囲に誇れる 

 

コア 

・サービス 

（3 問） 

・X 社との取引（融資）

は当社が必要な量（額）

を満たしている 

・X 社の取引期間・取引

方法は当社に適ってい

る 

・X 社からの資材など（融

資借入金）は当社ビジネ

スに役立つ 

交渉調整 

コスト削減 

（4 問） 

・取引が長いので X 社へ

は説明を省略できる 

・X 社との取引に慣れて

いるので手間が少な

い 

・X 社の担当者は後任者

への引継を適切に行

う 

・X 社には重要な情報が

集まっている 

安心地域 

（2 問） 

X 社は 

・地域企業を支援して地域

経済に貢献している 

・は当社の業績が悪化時も

支援してくれる 

信頼形成 

コスト 

（2 問） 

・X 社の取引条件（保証

人など）は合理的であ

る 

・X 社の取引条件（担保

など）は合理的である 

探索・情報 

コスト削減 

（2 問） 

・X 社が提供する情報で

当社の情報収集費用

が削減される 

・X 社の取引先紹介や商

談会でマーケティン

グ費用が削減される 
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表 2-3-2. 従業員の各共創価値を測定する項目一覧（色付き箇所は合成変数抽出項目） 

基本機能価値(FV)  10 問 知識価値(KV) 9 問 感情価値(EV) 11 問 

因子名 項目 因子名 項目 因子名 項目 

退職後・職

場内将来像 

（4 問） 

・退職後の将来像は望ま

しいものである 

・退職後の将来像が想像

しやすい 

・職場での将来像は望ま

しいものである 

・職場での将来像が想像

しやすい 

 

情報・状況 

通知 

（6 問） 

・自分の役割が適切に知

らされている 

・自店の戦略に関する説

明には納得感がある 

・自社の戦略に関する説

明には納得感がある 

・目標、目標達成状況が

適宜知らされている 

・所属店は目標達成意欲

が高い 

・所属店は顧客志向であ

る 

評価妥当性 

（4 問） 

・思考能力が適正に評価さ

れている 

・業務遂行能力が適正に評

価されている 

・マネジメント能力が適正

に評価されている 

・仕事への姿勢が適正に評

価されている 

給与 

（3 問） 

・他業種と比較して高給

与である 

・同地域同業と比較して

高給与である 

・労力に見合う報酬を得

ている 

 

研修 

（3 問） 

・自分の長期的成長に役

立つ研修が提供され

ている 

・退職後も役立つ研修が

提供されている 

・研修で自分の顧客サー

ビス力は向上した 

経営層信頼 

（4 問） 

・自社の経営層を信頼して

いる 

・グループの経営層を信頼

している 

・経営層からのメッセージ

は心に響く 

・経営層は従業員を財産と

考えていると思う 

福利厚生 

（3 問） 

・介護休暇を取得しやす

い 

・育児休暇を取得しやす

い 

・有休休暇を取得しやす

い  

 

顧客対応 

裁量権 

（3 問） 

・顧客のニーズに個別対応

する権限が与えられて

いる 

・顧客の苦情や要望を処理

する権限が与えられて

いる 

・顧客に合わせて営業スタ

イルを変更することが

可能である 
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５．共創価値の算出方法  

因子分析を使用する場合には、 

・顧 客：基本機能価値 4 因子、知識価値 4 因子、感情価値 3 因子を合計質問数 34 問で作成

する。 

・従業員：基本機能価値 3 因子、知識価値 2 因子、感情価値 3 因子を合計質問数 30 問で作成

する 

の測定尺度を使用する。測定にはは 5 点リッカート尺度を使用する。 

 

合成変数を使用する場合は、 

・顧 客：基本機能価値 4 個（質問数 10 問）、知識価値 4 個（質問数 9 問）、感情価値 3 個（質

問数 5 問）で算術平均により作成する。 

・従業員：基本機能価値 3 個（質問数 6 問）、知識価値 2 個（質問数 3 問）、感情価値 3 個（質

問数 6 問）で算術平均により作成する。測定には 5 点リッカート尺度を使用する。 

 

 

６．各共創価値から派生するネットワーク効果の計量化手法  

企業間の取引情報である、金融機関を経由した振込のデータは、各企業間で複雑にやりとりさ

れるネットワークを形成する。本研究ではこのネットワーク効果を、ネットワーク科学で用いら

れるページランクという値で計量化し、計算に用いる。ページランクは以下のように定義される。

N 社の企業があるとして振込の関係を行列 A で表し、企業 i から企業 j へ送金がある場合に行列

要素 で、送金関係が無い場合は=0 とする。企業 i について出金する取引相手の数を と

すると、 

         
と計算される量 が、企業 i についてのページランクである。出金を入金に変えて逆方向のお金

の流れでのページランク も同様に定義できる。式からわかるように、ページランクは行列 A

に対する一種の固有値となっていて、従ってネットワーク全体の構造に依存する量となっている。

また、行列Ａで各要素に入金・出金の金額を入れての“重み付きページランク”も同様に定義出

来、ネットワークの計量化に用いる。ページランクの値が大きいほど、ネットワーク上で重みの

ある存在ということになる。例えば Web ページについてページランクを計算すると、重要なペー

ジのページランクが高い値となる。 

 

 

７．それぞれの共創価値間の構造  

サービス価値共創の必要条件は、そこに関わるステークホルダー—企業、従業員、顧客—の利得

がサービス・インタラクションを通じて改善されることだと考え、その条件を探った。企業が各

顧客へのサービス活動から得る利得は顧客生涯価値で、顧客が得る利得を顧客満足度で、従業員

が得る利得を従業員満足度で測定した。顧客と従業員の双方から測定されたサービスの基本機能

価値・知識価値・感情価値と、これらの利得の関係を計量的に分析したところ、顧客の側の感情

価値である「誇り」が企業と顧客の利得を向上させ、従業員の側の知識価値である「評価妥当性」

が企業と従業員の利得を向上させる可能性が示された。こうした分析結果に基づき、顧客の特定

セグメントへサービス共創価値を優先配分した場合、あるいは顧客間でサービス共創価値の経験
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がクチコミを通じて伝播した場合のシミュレーションを行ない、そのインパクトを数量的に評価

した。 

 

 

8. 今後の一般化（金融サービス以外への）拡張の指針 

本研究の成果について、今後は以下の順序での一般化が可能と考える。本プロジェクトでフィ

ールドとした金融業界に関しては、全国調査でもその一般適用が可能なことが検証された。次に

一般の（金融以外の）B2B サービスでの適用はワーディングの変更で容易に可能であろう。理由

として、本研究で実施した調査対象は B2B であるが、業界が変わっても B2B 取引の基本構造は

変わらないため、調査の修正が比較的スムーズであると考えられる。B2B サービスへの一般化の

目的は、近年の（特に）製造業のサービス化を志向する企業をみたとき、重要であるにも関わら

ず見えない為に気づかなかった価値を本研究で開発した共創価値尺度で可視化出来る可能性が高

いためである。現在、研究代表者の戸谷は、複数の他産業（家電、自動車、メディカルツーリズ

ム、公共交通）から自社適用して活用したいとの申し出を受け、現在プロジェクトが進行中であ

る。その後、業種間の多様性の大きい B2C サービスへの一般化が考えられる。B2C サービスへ

の適用に際しては、B2Bと同様に長期的関係性が前提とされる業態からスタートすべきであろう。

一般化に際しては、本研究と同様の手順での尺度検証が必要と考えられる。 

 これらの一般化を進めるひとつの手段として、ISO27500 シリーズ、特に 27501 の本文への共

創モデルの掲載の準備を進めている段階である。研究代表者の戸谷が、27500 シリーズのワーキ

ンググループに日本のエキスパートとして参加、27500 が投票、27501 がニューワークアイテム

として採用された段階である。27501 はマネジメント向けの文書で、その中で FKE Value モデ

ルを基本思想として記載する方向で議論が進んでいる。 

  

 

2-4．研究開発実施体制 

 

■顧客生涯価値分析グループ 

（新井康平 群馬大学社会情報学部，准教授） 

役割：顧客生涯価値推定 

 

■顧客・従業員価値分析グループ 

（水野誠 明治大学商学部，教授） 

役割：顧客・従業員の定性・定量調査実施による共創価値尺度の開発 

 

 

■価値のネットワーク効果分析グループ 

（石井晃 鳥取大学大学院工学研究科，教授） 

役割：価値のネットワーク効果分析 
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3．研究開発実施の具体的内容 

 

3-1．研究開発目標 

 

＜プログラムの目的＞ 

（１） 多数の異分野の研究者が関与しなければ解けない問題の多いサービス科学において、 

最重要概念のひとつである「共創価値」とは何か、その概念定義を明確化する。 

（２） サービス科学において最重要概念のひとつである「共創価値」の具体的な測定尺度の開発

し、研究者の議論のベースを作る。 

（３） 「共創価値」の測定尺度を、現時点でデータの豊富な金融サービスにおいて開発し、将来

的に IT の進展によりデータが充実する様々な分野で応用可能な研究基盤を構築する。 

（４） 本研究において開発された「共創価値」尺度で測定した共創価値を使用して、実ビジネス

の戦略策定を行い、現在の短期収益に偏った顧客評価・従業員評価の歪みを是正する。 

（５） サービスマネジメント&マーケティング・数理・会計という異分野の研究者、金融業務に

携わる実務家の協働により、サービス研究コミュニティの形成に貢献する。 

 

より具体的な開発目標 

■サービス科学の研究基盤としての目標 

１．共創価値の種類の定義（CLV、FV、KV、EV 等） 

２．共創価値の主体（顧客—従業員間、従業員—企業間、顧客—企業間、顧客間等）定義 

３．各主体（間）における各共創価値の測定方法 

４．各主体（間）における各共創価値の測定尺度 

５．共創価値の算出方法 

６．各共創価値から派生するネットワーク効果の計量化手法 

７．それぞれの共創価値間の構造 

８．今後の一般化（金融サービス以外への）拡張の指針 

  

■実務への適用に関する目標 

１．共創価値を視野に入れた経営戦略指針 

２．金融サービス従事者のモチベーションの向上 

３．金融サービス品質の向上 

４．金融サービス提供プロセスにおける顧客参加促進による収益性向上 

５．金融機関の長期的な顧客／地域社会との関係性向上 
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3-2．実施項目 

 

本研究では、先述の研究目標に沿って、共創価値の定義や各主体における共創価値の測定方法

等について、図 3-2-1 の通り実施した。本プロジェクトにおける研究側は、3 グループからなって

おり、図 3-2-2 に示すように各々の役割を担当した。 

 

 

 

図 3-2-1. 本研究における実施項目の概要 

 

 

 

 

図 3-2-2．プロジェクトにおける各グループの役割 
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① 協力企業との守秘義務契約の締結 

本研究における最も重要な準備作業として、協力企業との守秘義務契約の締結を行った。本研

究では、協力企業から機密性の高い会計データ・顧客収益データを提供してもらうことから、想

定されるよりもはるかに厳密な契約締結となった。この契約における特徴としては、①データに

ついての契約にとどまらず研究方法についても踏み込んだ内容となっていること、②全ての協力

機関と個別に契約書を締結すること、③個人情報取扱を特記事項として明記したこと、等が挙げ

られる。 

 

 

② 測定尺度の開発及び検証 

顧客従業員価値分析グループでは、図 3-2-1 の流れに沿って尺度開発を行った。まず初めに測

定尺度を定義する為、先行研究のレビューおよ協力企業のフィールド調査（定性調査）を実施し

た。定性調査及び尺度開発に関する先行研究から、共創価値モデルの仮説を構築、定量調査の実

施に向けた準備を行った。その後 2 回の定量調査を実施し、仮説モデルの検証、モデルの安定性

の検証、実務の使用に耐えうるための操作性の検証を行った（この点については 3-3-1 で詳述）。 

 

 

③ 開発された尺度を応用した検証 

顧客・従業員価値分析グループおよび顧客生涯価値分析グループは、開発された尺度を応用し

た検証を行った。具体的な内容については後述するが、協力企業から提供されたデータと開発さ

れた尺度を用いて、①サービス共創価値によるステークホルダーの利得分析手法の提案、②サー

ビス共創価値による財務予測力の検討を行った。 

 

 

④ 顧客ネットワーク効果分析 

顧客ネットワーク効果分析グループでは、協力企業に蓄積されている顧客間の大量取引データ

を基に、顧客の価値評価を行った。通常、金融機関が顧客へ何らかのサービスを提供する際、そ

の顧客の財務データから提供サービスの内容を決定するアプローチをとっている。そこで、本研

究を補足する目的として顧客間ネットワークと財務数値との関係性を検討した。 

 

 

3-3．研究開発結果・成果 

 

本プロジェクトによりサービス科学の研究基盤として得られた知見  

 

１． 共創価値の種類の定義（FV， KV， EV 等）  

共創価値測定尺度モデルを総称して、FKE Value モデル（図 3-3-1 参照）と呼ぶ。F は基本機

能、K は知識、E は感情の略でる。ここでは、それぞれの価値を FV、KV、EV と呼び、各価値

を以下のように定義した。 

 

・基本機能価値（Fundamental Value, FV） 

 基本機能価値とは、企業がそのビジネスでコアサービスとして、提供することを事前に約束し、
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顧客が対価を支払って購入する基本的な価値である。この価値は、短期的に収益につながりやす

く、企業側、顧客側とも認識しやすい価値である。 

 

・知識価値（Knowledge Value, KV） 

知識価値とは、企業や従業員の活動、顧客の知識やスキル向上に作用し、逆に顧客に関する知見

が企業側に蓄積し Co-Production や Co-Creation に結びつくことによる価値をいう。例えば、あ

る取引場面において、長期間の取引を行っている企業と顧客の間では、新しく取引を開始する場

合よりもはるかに手間が少なく済む。これは、企業と顧客との間の共有知識が蓄積されているか

らであり、このことは労力の低減という価値となっている。顧客ニーズを捉えた新サービス開発

や、顧客情報のマネタイズという新たな収益にも結び付く。このことから KV は、短期的な収益

には直接結びつきにくいが、長期的に蓄積される価値として非常に重要と考えられる。 

 

・感情価値（Emotional Value, EV） 

 感情価値とは、企業や従業員の活動が顧客の感情に作用し、Co-production や Co-creation に結

びつくこと、また、従業員のモチベーションを上げるなど、による価値である。この価値は、短

期的な情動としての喜びや興奮といったものから、長期的な安心や信頼まで含まれ、FV とは異な

り短期的な収益には直接結びつくことは少ないが、口コミやリピート購買において、長期的には

非常におおきなインパクトを持つと考えられる。 

 

 

—当初の金銭価値 MV から機能的価値 FV へ変更。収益化されやすいため金銭換算が容易である

が、金銭そのものではないため、広くこれまで多くの企業が重視してきた認知的な機能を示すも

のとして機能的価値とした。 

 

 

 

図 3-3-1．FKE Value モデル 

 

 

２．共創価値の主体定義 

各主体は具体的な人ではなく、役割として定義した。そのため、例えばここでの企業の定義は、

組織的戦略的意思決定を行う役割のことを指す。それぞれの主体間、または複数の主体が参加す

る形で共創的な活動が行われ、共創価値が生まれると考える。例えば、サービスが提供される場、

サービスエンカウンターにおいて顧客と従業員の間に共創的相互作用が生じ、共創価値が生産さ

れる。それは，従業員と企業、顧客と企業も同様であり、顧客・企業・従業員の三者間や顧客同



15 

 

士、従業員同士の共創活動もありうる。 

 

 

企業（組織）： 

組織の戦略的意思決定を行う役割を持つ主体。提供する価値を事前に顧客に約束し、それを提供

可能にする仕組みを構築する主体。 

 

顧客： 

組織外にいて組織からのサービスオファーを受容しサービスを受ける主体であり、同時にサービ

スの生産に自らのリソースを提供して参加し、共創価値を産む主体でもある。 

 

従業員： 

組織内にいて、企業（組織）が約束したサービスを直接的・間接的に実現する役割を果たす主体。 

 

 

３．各主体（間）における各共創価値の測定方法  

定量調査を用いた各共創価値の測定方法は、以下の通りである。顧客調査は郵送送付・郵送回

収、従業員調査は Web による調査を使用している。但し、対象業種や企業の特性に応じて異なる

調査方法も可能と考える。しかしながら、営業担当者による手渡しや店頭配布等はバイアスがか

かるため推奨しない。特に調査方法を限定するものではない。調査対象は全従業員を対象とする。

顧客接点のある従業員（営業職等）と、顧客接点の無い従業員を分け、顧客接点の無い場合は業

務上繋がりのある他部署を顧客と見なして回答する形とする。顧客は費用が許せば取引がある全

企業を対象とすることが望ましいが、通常はサンプリング調査となる。サンプルの抽出方法は、

地域、企業規模、取引種類、取引間等で層化抽出する。 

従業員、顧客とも、調査票の共創価値に紐づく設問は、5 点もしくは 7 点リッカート尺度とす

る。尺度に中位（どちらでもない）を含めているのは、回答者の意見を正しく反映させるためで

ある。調査票の分量から被験者負担を考慮すると、結果変数にあたる満足度やロイヤルティは 7

点、原因変数に当たる評価項目は 5 点が望ましい。 

 

 

４．各主体（間）における各共創価値の測定尺度  

 具体的には基本機能価値・感情価値・知識価値の３つの共創価値を以下の項目について５点リ

ッカート尺度で測定する。 
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表 3-3-1. 顧客の各共創価値を測定する項目一覧（色付き箇所は合成変数抽出項目） 

基本機能価値(FV)  14 問 知識価値(KV) 13 問 感情価値(EV) 7 問 

因子名 項目 因子名 項目 因子名 項目 

取引一貫性 

（5 問） 

・X 社の支店・担当者の

対応は一貫している 

・X 社の当社に対する取

引方針は一貫している 

・X 社は自社への取引理

念を明らかにしている 

・X 社従業員はこまめに

訪問してくれる 

・X 社は当社のニーズに

合う取引（融資）を提案

してくれる 

担当者によ

る理解・ 

アドバイス 

（4 問） 

X 社の従業員は 

・当社の経営理念を理解

している 

・当社の事業内容を理解

している 

・適切な経営アドバイス

をしてくれる 

・事業経営の相談に乗っ

てくれる 

情動 

（3 問） 

X 社の従業員は 

・話していて楽しい 

・気が合う 

・気が利く 

基本応対 

（4 問） 

X 社従業員は 

・礼儀正しい 

・身だしなみが良い 

・話しをよく聴き理解し

ようとする 

・約束を守る 

契約締結 

コスト削減 

（3 問） 

・X 社との取引（融資）

関連書類は分かり易

い 

・X 社の取引（融資）の

仕組は分かり易い 

・取引（融資）に関わる

書類は必要最小限で

ある 

誇り 

（2 問） 

・X 社と取引関係にあるこ

とを周囲に誇れる 

・X 社の経営層と親しいこ

とを周囲に誇れる 

 

コア 

・サービス 

（3 問） 

・X 社との取引（融資）

は当社が必要な量（額）

を満たしている 

・X 社の取引期間・取引

方法は当社に適ってい

る 

・X 社からの資材など（融

資借入金）は当社ビジネ

スに役立つ 

交渉調整 

コスト削減 

（4 問） 

・取引が長いので X 社へ

は説明を省略できる 

・X 社との取引に慣れて

いるので手間が少な

い 

・X 社の担当者は後任者

への引継を適切に行

う 

・X 社には重要な情報が

集まっている 

安心地域 

（2 問） 

X 社は 

・地域企業を支援して地域

経済に貢献している 

・は当社の業績が悪化時も

支援してくれる 

信頼形成 

コスト 

（2 問） 

・X 社の取引条件（保証

人など）は合理的であ

る 

・X 社の取引条件（担保

など）は合理的である 

探索・情報 

コスト削減 

（2 問） 

・X 社が提供する情報で

当社の情報収集費用

が削減される 

・X 社の取引先紹介や商

談会でマーケティン

グ費用が削減される 
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表 3-3-2. 従業員の各共創価値を測定する項目一覧（色付き箇所は合成変数項目） 

基本機能価値(FV)  10 問 知識価値(KV) 9 問 感情価値(EV) 11 問 

因子名 項目 因子名 項目 因子名 項目 

退職後・職

場内将来像 

（4 問） 

・退職後の将来像は望ま

しいものである 

・退職後の将来像が想像

しやすい 

・職場での将来像は望ま

しいものである 

・職場での将来像が想像

しやすい 

 

情報・状況 

通知 

（6 問） 

・自分の役割が適切に知

らされている 

・自店の戦略に関する説

明には納得感がある 

・自社の戦略に関する説

明には納得感がある 

・目標、目標達成状況が

適宜知らされている 

・所属店は目標達成意欲

が高い 

・所属店は顧客志向であ

る 

評価妥当性 

（4 問） 

・思考能力が適正に評価さ

れている 

・業務遂行能力が適正に評

価されている 

・マネジメント能力が適正

に評価されている 

・仕事への姿勢が適正に評

価されている 

給与 

（3 問） 

・他業種と比較して高給

与である 

・同地域同業と比較して

高給与である 

・労力に見合う報酬を得

ている 

 

研修 

（3 問） 

・自分の長期的成長に役

立つ研修が提供され

ている 

・退職後も役立つ研修が

提供されている 

・研修で自分の顧客サー

ビス力は向上した 

経営層信頼 

（4 問） 

・自社の経営層を信頼して

いる 

・グループの経営層を信頼

している 

・経営層からのメッセージ

は心に響く 

・経営層は従業員を財産と

考えていると思う 

福利厚生 

（3 問） 

・介護休暇を取得しやす

い 

・育児休暇を取得しやす

い 

・有休休暇を取得しやす

い  

 

顧客対応 

裁量権 

（3 問） 

・顧客のニーズに個別対応

する権限が与えられて

いる 

・顧客の苦情や要望を処理

する権限が与えられて

いる 

・顧客に合わせて営業スタ

イルを変更することが

可能である 
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５．共創価値の算出方法  

因子を使用する場合には、 

・顧 客：基本機能価値 4 因子、知識価値 4 因子、感情価値 3 因子を合計質問数 34 問で作成

する。 

・従業員：基本機能価値 3 因子、知識価値 2 因子、感情価値 3 因子を合計質問数 30 問で作成

する 

の測定尺度を使用する。測定にはは 5 点リッカート尺度を使用する。 

 

合成変数を使用する場合は、 

・顧 客：基本機能価値 4 個（質問数 10 問）、知識価値 4 個（質問数 9 問）、感情価値 3 個（質

問数 5 問）で算術平均により作成する。 

・従業員：基本機能価値 3 個（質問数 6 問）、知識価値 2 個（質問数 3 問）、感情価値 3 個（質

問数 6 問）で算術平均により作成する。測定には 5 点リッカート尺度を使用する。 

 

 

６．各共創価値から派生するネットワーク効果の計量化手法  

企業間の取引情報である、金融機関を経由した振込のデータは、各企業間で複雑にやりとりさ

れるネットワークを形成する。本研究ではこのネットワーク効果を、ネットワーク科学で用いら

れるページランクという値で計量化し、計算に用いる。ページランクは以下のように定義される。

N 社の企業があるとして振込の関係を行列 A で表し、企業 i から企業 j へ送金がある場合に行列

要素 で、送金関係が無い場合は=0 とする。企業 i について出金する取引相手の数を と

すると、 

         
と計算される量 が、企業 i についてのページランクである。出金を入金に変えて逆方向のお金

の流れでのページランク も同様に定義できる。式からわかるように、ページランクは行列 A

に対する一種の固有値となっていて、従ってネットワーク全体の構造に依存する量となっている。

また、行列Ａで各要素に入金・出金の金額を入れての“重み付きページランク”も同様に定義出

来、ネットワークの計量化に用いる。ページランクの値が大きいほど、ネットワーク上で重みの

ある存在ということになる。例えば Web ページについてページランクを計算すると、重要なペー

ジのページランクが高い値となる。 

 

 

７．それぞれの共創価値間の構造  

サービス共創価値共創の必要条件は、そこに関わるステークホルダー—企業、従業員、顧客—の

利得がサービス・インタラクションを通じて改善されることだと考え、その条件を探った。企業

が各顧客へのサービス活動から得る利得は顧客生涯価値で、顧客が得る利得を顧客満足度で、従

業員が得る利得を従業員満足度で測定した。顧客と従業員の双方から測定されたサービスの基本

機能価値・知識価値・感情価値と、これらの利得の関係を計量的に分析したところ、顧客の側の

感情価値である「誇り」が企業と顧客の利得を向上させ、従業員の側の知識価値である「評価妥

当性」が企業と従業員の利得を向上させる可能性が示された。こうした分析結果に基づき、顧客

の特定セグメントへサービス共創価値を優先配分した場合、あるいは顧客間でサービス共創価値
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の経験がクチコミを通じて伝播した場合のシミュレーションを行ない、そのインパクトを数量的

に評価した。 

 

 

8. 今後の一般化（金融サービス以外への）拡張の指針 

本研究の成果について、今後は以下の順序での一般化が可能と考える。本プロジェクトでフィ

ールドとした金融業界に関しては、全国調査でもその一般適用が可能なことが検証された。次に

一般の（金融以外の）B2B サービスでの適用はワーディングの変更で容易に可能であろう。理由

として、本研究で実施した調査対象は B2B であるが、業界が変わっても B2B 取引の基本構造は

変わらないため、調査の修正が比較的スムーズであると考えられる。B2B サービスへの一般化の

目的は、近年の（特に）製造業のサービス化を志向する企業をみたとき、重要であるにも関わら

ず見えない為に気づかなかった価値を本研究で開発した共創価値尺度で可視化出来る可能性が高

いためである。現在、研究代表者の戸谷は、複数の他産業（家電、自動車、メディカルツーリズ

ム、公共交通）から自社適用して活用したいとの申し出を受け、現在プロジェクトが進行中であ

る。その後、業種間の多様性の大きい B2C サービスへの一般化が考えられる。B2C サービスへ

の適用に際しては、B2Bと同様に長期的関係性が前提とされる業態からスタートすべきであろう。

一般化に際しては、本研究と同様の手順での尺度検証が必要と考えられる。 

 これらの一般化を進めるひとつの手段として、ISO27500 シリーズ、特に 27501 の本文への共

創モデルの掲載の準備を進めている段階である。研究代表者の戸谷が、27500 シリーズのワーキ

ンググループに日本のエキスパートとして参加、27500 が投票、27501 がニューワークアイテム

として採用された段階である。27501 はマネジメント向けの文書で、その中で FKE Value Model

を基本思想として記載する方向で議論が進んでいる。 
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3-3-1．尺度の開発プロセスおよびその結果の妥当性 

 

（1）新たな尺度開発の必要性 

価値共創は、経営学分野において古くは1980年代(Toffler 1980, Norman & Ramirez 1993) か

ら提示されている概念である。「提供者と被提供者1が共に資源を提供し合い相互作用の中で価値

を創造する」という「サービス共創価値」は、経営学分野では鍵概念となりつつある(Prahalad 

& Ramswamy 2004, Vargo & Lush 2004, 2006, 2008)。しかしながら、現状成功事例の類型化

研究は多数あるものの、企業の戦略策定や目標設定のために使用可能な指標は提示されていない。 

本研究は、サービス共創価値をどのような枠組みで捉え測定可能にするかを検討し、概念モデル

を提案するものである。共創価値の計量化は学術のみならず実務的に非常に重要である。成熟経

済のもとでは、売り切り思想・短期志向の交換価値から長期的関係性を前提とする使用価値への

転換は不可避と考えられる。それを示す先行研究は、CRM(Customer Relationship 

Management)(Dholakia 2001)に見られる企業と顧客の長期的関係性管理、サービス・プロフィ

ット・チェーン(Heskett 1994, 1997, 1998)(Service Profit Chain、以下SPC)における従業員に

対する内部マーケティングから顧客ロイヤルティに至る正の循環、マーケティング 3.0(Kotoler 

et al. 2010) における企業の社会的役割の増大、ソーシャル・マーケティング (Prahalad 2005, 

Kotoler & Ree 2009) やコーズ・マーケティング(Kotoler et al. 2010)研究など多数あるにも関わ

らず、現実のビジネス、特に営業現場では、企業・従業員・顧客が一定量の価値を取り合い、自

らの取り分を最大にすることを競うゼロサムゲームが想定されていることが多い。  

企業と顧客と従業員は必ずしも共創関係ではない。図3-3-1-(1)-1は、その一例である(戸谷 

2009)。グラフ左はある銀行の顧客のロイヤルティ（縦軸）、従業員の銀行へのロイヤルティ（横

軸）、グラフ右は支店収益（縦軸）と従業員の銀行へのロイヤルティ（縦軸）との関係を、キャ

リアパスの異なる職種別（上：男性＝総合職、 下：女性＝一般職）別に平均値をプロットした

ものである。上の男性総合職グラフは、左が顧客ロイヤルティと従業員ロイヤルティの負の相関

を、右が支店の短期収益と従業員ロイヤルティの正の相関を示している。下の女性一般職グラフ

は、右がサービス・プロフィット・チェーンなどの理論上は全てのグラフが正相関を示すはずで

あるが、 総合職のグラフでは従業員が企業収益を重視するあまり、顧客に対して無理なお願い

セールスをし、顧客ロイヤルティが下がっている状況が現れており、一般職のグラフでは人事制

度上冷遇されている従業員が顧客ロイヤルティは重視するものの企業収益には無関心な状況が

現れている。両者とも持続的な共創関係とは言い難い状況であるが、現実には多くの企業で同じ

ことが起こっていると考えられる。  

上記の総合職のような例は、事前に企業が想定した価値を作り最も有利な条件での交換を競う

交換価値の最大化を行動原理とする企業で見られる現象である。この場合、顧客との関係は対立

的で、常に不均衡が生じる。総合職のケースでは顧客が、一般職のケースでは従業員もしくは企

業が短期的に不利益を引き受ける。しかしながら、長期的には、不満の募った顧客が離脱する、 

従業員の行動で企業収益が圧迫されるなど、こういったビジネスモデルは持続性が低い。どこか

の時点で、企業・従業員・顧客の三者（サービス・トライアングル）の均衡を図ることが長期的

には価値の最大化（Bitner 1993, Gremler et al. 1994, Dwayne & Bitner 1995）に繋がることに

気づき、企業は早晩戦略の転換を迫られると考えられる。その際、適切な企業内部資源の配分を

行い、また継続的に管理していくために、共創価値を測定するための具体的な指標と方法論は必

要不可欠となるであろう。 

                                                   
1 提供者・被提供者は、 一般的には企業と顧客にあたり、 より一般的には、 吉川（2008）でドナーとレ

セプタ、 サービス学会(Society for Serviceology)の定義では受益者と提供者と呼ばれている。 
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図3-3-1-(1)-1．総合職・一般職別 従業員ロイヤルティと顧客ロイヤルティ・支店収益の関係(戸

谷 2009) 

 

 

 

（2）概念開発に関する先行研究 

主なレビュー分野は以下の３つになる。 

 

１．価値および共創価値概念に関する分野。ここでの価値とは、サービス・マーケティング・マ

ネジメントおよび経営学における価値共創を指す。企業と顧客がともに価値を生産するという共

創概念は、1980 年の Tofler の第三の波 Prosumer（将来の消費者は、生産と消費の両方の役割を

担う存在となると指摘）で既に指摘されている。Norman(1993)、は顧客の生産への参加を共創

と捉え、その形態を３種類に分けている。すなわち、身体的参加・知的参加・感情的参加である。

こ れらの先行研究から、基本機能価値（Fundamental Value, FV）、知識価値（Knowledge Value, 

KV）、感情価値（Emotional Value, EV）の 3 つの価値を特定した2。これらの概念の特定の詳細

は戸谷(2014)および Toya(2015)に詳述している。 

 

２．尺度開発方法に関する分野。社会科学における測定尺度の開発の方法論、尺度の成立基準な

どに関する先行研究をレビューした。社会心理学分野の尺度開発方法論と尺度基準（妥当性・信

頼性）を参考にし、特にそれらを包含しつつ社会的影響までを考慮にいれた Messick の６つの尺

度基準を満たすことを重視した。また、方法論においては、サービス研究分野におけるサービス

品質測定尺度 SERVQUAL の開発プロセス、および、その後の議論も参照した。 

 

３．サービスにおける企業・顧客・従業員の共創構造に関する分野。FV ,KV，EV を測定する目

的は、共創価値を高める仕組み、言い換えれば、サステイナブルなサービスビジネスのあり方を

明らかにすることにある。現代社会においては、単に交換価値を高めて企業収益を最大化するの

                                                   
2 本研究における共創価値の詳細は 3-2. 仮説導出に記載。 
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ではなく、ステークホルダー間で生まれる共創価値を高め、価値の正の循環をもたらす仕組みが

求められるためである。そのため、企業視点で顧客の財務的価値を測る顧客生涯価値（CLV）や、

内部外部の顧客の関係、ロイヤルティの正の循環を示すサービス・ロイヤルティ・プロフィット・

チェーン（SLPC），顧客・従業員の顧客生涯価値グループからは ABC,BSC など、また，顧客・

従業員の得る共創価値に関する先行研究として Service Dominant Logic（SDL）価値共創や顧客

間の関係に注目するカスタマー・エンゲージメント・バリュー，に関する研究のサーベイを行っ

た。 

 

 

（2）-1. 尺度開発 

社会科学における尺度は、性格特定論におけるビッグ・ファイブを代表とする心理学分野で多

数開発されている。マーケティング分野ではブランド論におけるブランド・パーソナリティ尺度

（J.Aaker 1997）や、消費者行動論における関与尺度開発（Krugman 1967, Mittal 1989, 青木 

1988 など）など、主に心理学との学際領域において多数の事例がある。サービス・マーケティン

グ分野では、無形財としてのサービスの品質を測定する尺度として SERVQUAL（Parasuraman, 

Zeithaml, Berry 1988）がよく知られている。 

尺度とは、m（メートル）や g（グラム）尺度と同様、同一対象をどこで誰が測っても同じ結

果になる必要があり、社会科学のそのため、いずれの尺度も、特定対象から同じ結果が得られる

信頼性(reliability)と、その尺度が測定したい内容を正しく測定できる妥当性(validity)が求められ

るため、内容に関する妥当性検討のための先行研究の検討、また、同一条件での複数回調査、異

なるグループへの調査と統計的分析結果の比較検討が必要になる。そのため、尺度開発は多大な

時間と労力と費用のかかる類の研究でもある。例えば、ブランド・アイデンティティ尺度開発に

は 5 年以上、さらに活用までには 10 年の歳月を要している。 

SERVQUAL 開発では、先行研究などからプールされた 97 項目の尺度候補が第一段階の調査で

測定され、分析を繰り返して 54 項目に削減、絞り込んだ 34 項目を第二段階調査で測定して再び

分析、最終結果として 22 項目が選択されている。被験者は第一回目がランダムサンプリング、第

二回目は 4 業種別のサンプリングで、二回目の分析では業種間差異も検証している。 

本研究では、図 3-3-1-(2)-1 のプロセスで尺度開発を実施した。尺度の確からしさの判定は、

Messick (1995)の尺度基準（図 3-3-1-(2)-2）に基づいて行った。専門家のチェックについては、

サービスに関してはサービス・マーケティングを専門とする研究者、フィールド業界に関しては

協力企業がチェックした(Content)。理論的整合性については、サービス・マーケティングにおけ

る共創価値に関する先行研究を中心に、消費者行動論の価値研究を前提としている(Substantive)。

先行研究については後述する。因子分析の安定性については、プロセスにあるとおり、二回の調

査一回目で探索的因子分析を行い、二回目の調査から確定的因子分析を行った。さらに、顧客側

に関しては 5 つの地域に調査範囲を拡大し、因子の安定性を確認した(Structural)。それらの分析

時に、同時に収束可能性、弁別妥当性を確保するため、クロンバックα信頼係数によって項目を

絞り込んでいる（External）。調査範囲を拡大して因子の安定性が確認できたことから、フィー

ルドの業界における一般化、さらに広範囲の金融業界の法人与信取引に関しては適用が可能であ

ると考えられる(Generalizability)。長期関係性を前提とする B2B 取引全般に類似構造があると考

えられるため、ワーディングの変更によって他業態の B2B 法人取引への拡張が想定される。しか

しながら、B2C、特に依然として交換価値が中心におかれるコモディティサービスへの適用には

まだ研究課題であると考える。社会的影響はそもそもの研究の発端でもあり、この尺度を使用し

ての企業戦略への適用事例から、考察をおこなった(Consequential)。適用事例についても後述す

る。 
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図 3-3-1-(2)-1．本研究における尺度開発のプロセス概要 

 

 

薄色の箇所は今後も検証の継続が必要         

図 3-3-1-(2)-2．尺度開発基準の概要（Messick 1995） 

 

 

（2）-2. 共創価値測定に関する課題 

本研究で開発する尺度は、金融サービスにおける企業・従業員・顧客間の共創価値を測定する

為のものである。本研究では、共創価値測定に関する課題を以下の4つの視点から検討し、 測定
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の概念的枠組みを提案した。 すなわち、 ① 価値と便益・費用の関係、 ②共創に携わる関係者

の範囲、 ③ 測定方法と時間の問題、 ④共創される価値の種類、 の4つである。   

検討の結果、共創価値として、基本機能価値（Fundamental Value, FV）、知識価値（Knowledge 

Value, KV）、感情価値（Emotional Value, EV）の 3 つの価値を測定することとした3。 

 

①価値と便益・費用の関係 

SDLの基本前提6「被提供者は常に価値共創者である」にはノルディック学派からの異論もあ

る。 現実には、被提供者の参加を促すような仕組みを提供者側が準備しなければ共創が自然発

生的に起こるとは考え難いのであるが、SDLはサービスエンカウンターでの生産・消費の瞬間を

重視するあまり、事前準備段階への言及は少ない。  

これに対して、Grönroos(2006)は、サービスロジック(Service Logic)において、共創フェーズ

を、準備段階、購買時点の価値交換段階、使用（文脈）価値の生産段階に分け、交換価値と使用

価値の違いを明示している。そして、サービスの提供・消費時点が受益者満足やロイヤルティに

決定的な影響力を持つことには同意しつつ、それを可能にするための提供者の事前準備の必要性

を指摘する。 

製造業では準備段階の生産性が厳格に管理されてきたことから、製造業のサービス化研究には

この部分を対象とするものが多い。ここで注意を要するのは、準備段階は使用段階での使用（文

脈）価値を高めるためのものだということである。製造業で発達した効率化手法を、 生産性向

上（交換価値向上）のために単にサービス財に応用する研究4は、本来のサービス研究とは相反

するものである。なぜなら、その視点は企業中心に留まっており、共創に不可欠なサービス・ト

ライアングルの三者の視点が欠けているからである。  

 

 

図3-3-1-(2)-3．便益と費用の関係（効率化から最適化へ） 

効率化（生産性向上）志向の考え方（左）と共創最適化志向の考え方（右） 

 

 

 

 一方で、上記のような研究の価値を便益とコストに分けて把握する考え方は、マネジリアルな

観点から重要である。コトラー(2001)が、顧客の受取る価値は総顧客価値と総層顧客コストに分

けて説明しているように、便益が大きいほど、また、コストが小さいほど得られる価値は大きく

                                                   
3 本研究における共創価値の詳細は 3-2. 仮説導出に記載。 

4 提供前段階の共同生産(Co-Production)におけるサプライヤーの参加形態（Norman 2004, Pero et al. 2010）や

そこでのコスト最小化（Radic 2013）など。この点では、 価値工学(Anderson et al. 2000)やサービス労働生産性

の低さを強調した日本の初期のサービス研究、 サービス工学研究の一部にも同様の傾向がみられる。 
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なる。 

本研究では、便益を増やす方向、コストを減らす方向両面からの測定が必要と考える。いわば生

産性向上のための効率化から、共創関係の最適化への変換である(図3-3-1-(2)-3)。 

以上をまとめると、本研究で提案する共創価値の枠組みは、サービス・トライアングルとその

外側の関係者間で価値が均衡する状態を最適共創構造と捉え、共創尺度はその構造を構成する要

素であり、価値増加とコスト削減の両面から測定されるものと考える。 

ウィリアムソンはB2B取引において、市場取引だけでは効率化できないコスト要因として、情
報探索コスト、取引における交渉・調整などのコスト、スイッチングコスト、契約履行監視など
の信頼形成コストの存在を明らかにした。本研究フィールドは金融業界の企業融資取引関係であ
るため、取引コストの存在は無視できない。上記のとおり、コストを削減できることは、すなわ
ち便益の増加であることから、取引コストの削減を共創価値の発生と捉えた。 

 

 

 

 

図3-3-1-(2)-4．取引コスト（Williamson 1975） 

 

 

②共創に携わる関係者の範囲 

次に共創に携わる関係者の範囲を検討する。共創というとき、第一に想定されるのは、サービ

スエンカウンターでの人的かつ直接的相互作用であろう。一般に『ESなくしてCSなし』と言わ

れるとおり、これは共創の主要活動であり、これまでもエンカウンターでの顧客参加 (Bitner 

1993, 1994, Dwayne & Bitner 1995)、人的資源管理や組織風土(Shneider et al. 1985, 1998, 

Hartline et al. 2000) の課題として多数の研究が行われてきた。 

しかしながら、生産活動全てを共創と捉える考え方に従えば、提供・被提供者の直接的接触と

いう範囲は限定的すぎる。Bitner et al. (2010) は、先述したサービス・トライアングルを拡張し、 

企業が顧客に対して行う外部マーケティングは、企業の顧客への価値の約束、 企業が従業員に対

して行う内部マーケティングはその約束を実行可能にするもの、顧客と従業員のインタラクティ

ブマーケティングは価値の提供と説明している。共創当事者として、提供価値を約束し、その実

現を可能にするには企業を無視することはできない。 

企業、すなわち法人は、法人格を持つ社会的存在であり、社会への責任を果たすことが求めら

れる(Kotoler & Lee 2009)。 マーケティング3.0 (Kotler et al. 2010)では、先進国の経済の成熟

と世界規模での経済格差に対応して、トップエンド顧客層の高い社会意識に答えること、ローエ

ンド顧客層の購買力を高めるような戦略が結果的に企業を成功に導く事例が示されている。その
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意味で、主要共創者であるサービス・トライアングルの外側に、三者の行動に影響を与える行政・

監督官庁、バリューチェーンに参加するサプライヤー5、地域コミュニティ等、多数のステーク

ホルダーが存在し、共創当事者となり得る。なお、ここでの企業はそういった組織に関わる意思

決定を行う役割を果たす存在を意味しており、企業経営者個人を指すわけではない。 

 

 

 

 

図3-3-1-(2)-5．サービス・トライアングル（M.J. Bitner, V. Zeithaml(2010)に加筆修正） 

 

 

④共創される価値の種類 

次に検討するのは,価値の種類についてである。 

本研究では、共創価値をその意味的な違いから、基本機能価値（Fundamental Value, 以下FV）、

知識価値(Knowledge Value, 以下KV), 感情価値(Emotional Value, 以下EV)の3種類で測定する

ことを提案する。以下にそれぞれの内容を説明する。 

 

基本機能価値（Fundamental Value） 

FVは、企業が直接的に対価を明示してコアサービスとして顧客に提供を約束しまた提供する

もので、金銭に容易に換算可能な価値である。 

財務的成果で毎期の評価が行われる企業視点で考えれば、共創価値を金銭的に測定しやすい基

本機能価値で捉えるのはごく自然な発想であり、これまでも多くの企業がサービス品質として測

定してきたものである。しかしながら、その測定は現実に多い会計年度単位での測定ではなく、

より長期で考える必要がある。市場の成熟に伴い、マーケティング目標は市場シェアから一生涯

で顧客が企業に落としてくれる収益、すなわち顧客生涯価値（Customer Livetime Value, 以下

CLV）に移行してきた。FVは使用期間全般にわたって行われる共創から生まれるので、 CLVの

長期視点とは整合するものであろう。  

実務でも、 CLV算出は通信や金融サービスのような顧客別の取引データの蓄積されている業

界で盛んであるが (Storbacka 1994)、その予測力には限界が指摘されており、戦略策定への利用

も現時点の高収益顧客に偏重し、潜在優良顧客を無視しているという批判 (戸谷 1999)もある。 

                                                   
5 Norman(1994)は、これら企業群が時にはサプライヤーであり時には販売先になるなど役割が変わること、バリ

ューチェーンのように一方向の直線的関係ではなくなっていることを指摘し、星座型の価値連鎖（バリューコン

ステレーション）という考え方を示している。 
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企業の財務データなど金銭的尺度のみでは、将来収益の予測には不十分とし6(Banker et al. 2000), 

マーケティング分野でのReturn On Quality (Rust et al. 1994, 1996)、顧客ポートフォリオ生涯

価値研究（Johnson & Selnes 2004）、会計分野でのバランスト・スコア・カード(Caplan & Norton 

1996)など、多くの研究で非金銭的な尺度（顧客満足度、 口コミや継続意図などの顧客ロイヤル

ティ、 内部プロセス改善、 イノベーションのための活動など）が加えられている (Banker et al. 

2000, Rust & Zahorik 1993, Rust et al. 1994, Rust, Zeithaml & Lemon 2004) 。 

さらに、サービスマネジメントの文脈では取引以外の顧客との関係を含めてCustomer 

Engagement(CE)が提案されている。CEでは、顧客の口コミ価値CRV（Customer Referral 

Value）、顧客影響価値CIV（Customer Influence Value）および顧客の知識価値CKV（Customer 

Knowledge Value）の合計がCEとされる。 

上記はいずれも企業にとっての価値の枠組みであり、本研究の企業・従業員・顧客にとっての

価値を同時に測定し均衡を図るものとは基本的な考え方点で大きく異なっている。 

 

先述のとおり、FVは共創価値の重要な一部ではあるものの、その全てを表してはいない。そ

こで、基本機能価値に含まれないものとして、知識価値(Knowledge Value, 以下KV)と, 感情価

値(Emotional Value, 以下EV)を提案する。 

KV・EVはどちらも、提供者・被提供者の相互作用のなかで増加する共創価値であり、KVは

知識やスキルなど認知面での価値、EVは気分や五感で感じる感情面の価値とする。 

共創された価値そのものが新たな共創サイクルの資源となり、究極的にはどの価値も金銭にな

ると考えることも可能であろうが、先述した通り、金銭のみでの測定は予測力とし不十分である。 

なぜなら、その変換サイクルは時間的にもプロセス的にも多様で、場合によっては永遠に金銭化

されない部分も残ると考えられる。 

Norman(2001)は、顧客参加を形態と機能から分類し、形態として身体的参加、知的参加、感

情的参加の3つに分類する。SDLは、オペラント資源を言い換えて知識やスキルと呼んでおり、

認知面を重視しているのに対し、情緒面での参加の指摘は重要である。  

身体的参加は行動面での参加、知的参加は知識の提供や知的処理での参加、 感情的参加は感

情的なエネルギーの提供するかたちでの参加である。身体的参加はいわば顧客の外部従業員化で

あり、社内リソースを削減できるという意味で基本機能価値に読み替えることが可能である。知

的参加、感情的参加はそれぞれ本研究でのKV、EVに概念的に近い。   

家電製品に代表される製造業のコモディティ化は、技術進歩によりモノの性能での差別化が困

難になり価格競争に陥る現象であるが、そこで重視されるようになったのがデザインや使用感な

ど五感を刺激する感性的価値である(延岡 2006)。 

消費者行動論では、消費者が何らかの目標を達成しようとする動機付けの強さを関与として捉

える（前田 2012）。関与はその基盤となる動機から認知的関与（Cognitive Involvement）と感

情的関与（Affective Involvement）（Park & Mittal 1985）に分類される。認知的関与は製品・

サービスを通して得られる実質的な価値、 いわば功利的・機能的な動機に基づく関与、 感情的

関与は製品・サービスを通して得られる自我の維持・強化といった感情的動機に基づく関与とさ

れる。その意味では、FVは最も認知的な関与に、EVは最も感情的関与に結びつき、KVは両者の

中間地点に位置すると考えられる。 

 

                                                   
6 実務上指摘しておくべき点として、 データの質には注意を要する。 CLV 算出には顧客別収益(売り上げからコ

ストを控除)データを使用するので、 個々の顧客に対するサービス生産にかかる原価が正しく把握されていなけれ

ばならない。 製造業でも活動基準原価計算が導入されている企業は少ない上に、 導入企業でも正しく運用され

ていない場合も多い。 人的要素の大きいサービスの場合、 原価の正しい配賦は非常に難しく、 個々の顧客の収

益は単純に金銭的な意味でさえ正しくない可能性がある。 
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図3-3-1-(2)-6．先行研究と共創価値FV・KV・EV 

 

知識価値(Knowledge Value) 

KVは共創当事者に蓄積する知識としての価値であり、共創価値増加に資するものを意味する。 

知識の次元には宣言的知識と手続的知識の二種類に分類される (Peter & Olson 2002)。手続的知

識はものごとのやり方に関する知識で、サービス生産プロセスに関する知識を指す。一方、宣言

的知識は事実に関する知識で、エピソード的知識と概念的知識に分かれる。エピソード知識が経

験に関するもの、概念的知識はより一般的にあるブランドAはBという性質を持つ、といった事

実関係の知識である 

消費者行動論ではこれらは消費者の知識として捉えられるが、立場を移せばトライアングルの

三者それぞれの他の二者に関する知識と考えることが可能である。例えば、企業は顧客の属性・

取引状況や顧客の持つオペラント資源に関する知識を蓄積することでより共創を生む仕組みを

設計・提供することができ、また、従業員に関する知識を蓄積することで、従業員に向けての共

創の仕組みやサービス提供（適切な部署への配属、担当顧客のマッチングなど）が可能になる。 

 

感情価値(Emotional Value) 

感情は、一般的には正の感情と負の感情に大きく2分される（Watson & Tellegen 1985, Bagozzi 

et al. 1999, 2002）。EVはトライアングル三者の相互作用による正の感情の増加と負の感情の減

少と考えられる。 

Seth & Mittal(2002)によれば、 感情の種類は恐れ・怒り・喜び・悲しみ・受容・嫌悪・予期・

驚きの８類であり、 Richins (1997) の消費者感情セット(CES: Consumption Emotions Set) で

は、 怒り・不満・心配・悲しさ・怖さ・恥ずかしさ・羨ましさ・恋愛における愛・愛情・安らぎ・

満足・楽観的・喜び・興奮・驚きの15種類である（田中 2008）。  

 どのような感情が発生するかは、企業の提供するサービスの種類によって大きく異なるため、 

実調査では上記のようなセットからの選択となろう。  

 本研究では、企業は無機的な存在でEVは該当しないとおき、顧客から企業、従業員から企業、

顧客と従業員の３つの関係においてEVを捉えた。 

 なお、顧客と従業員間では主に直接接触によって興奮や喜びなど短期的な感情が発生し、顧客

と企業との継続的な関係からは信頼などの長期的感情が発生すると考えられる。 

 



29 

 

 

 

 

図3-3-1-(2)-7．FKEバリューモデル 

 

 

 

③測定方法と時間の問題 

次の課題は、共創を測る時間にかかわる問題である。旧来のマーケティングの中心課題は製品・

サービスの購入時の交換価値であるが、共創において、より重要なのはその後の使用期間全体に

わたって発生する使用価値7である。そこでの共創活動は提供者・被提供者間のやりとり一つひと

つが影響し合い、刻々と文脈を変えながら変容していくダイナミックな活動となる。 

Ng et al., (2011)(図3-3-1-(2)-8)は、価値をAccess Consciousness Value(以下AC Value)と、

Phenomenal Consciousness Value(以下PC Value)に分け、サービス生産消費の事前事後に顧客

の解釈を介して知覚されるAC Valueに対し、共創的生産はPCValueのプロセスで行われるとす

る。PC Valueは、被提供者がなんらかの主観的解釈を行った瞬間にAC Valueに変化するため、

これらは峻別される。AC Valueは、従来のマーケティング研究での購買前事前期待と購買後の

知覚価値と同等の概念と解釈できる。これは、サービス品質を、提供プロセスの品質である過程

品質と、その結果得られる成果品質に分ける（Grönroos 2007）考え方に近いが、上記研究では、

過程品質における共創プロセスを、次の5つに分解する。提供者のサービス提供の提案(Offering)、

提案の受益者それぞれにとっての使い易さであるアフォーダンス(Offering’s Affordance)、さら

に、提案されたサービスが使用される状況である文脈(Context)、その文脈下で、被提供者がそ

れを使ってサービスの価値を発現させる能力であるエージェンシー(Agency)、エージェンシーを

制約するのがアクターの持つ資源(Actor’sResources)である。 

旧来の価値の核は、企業が事前生産して顧客に提供するOfferそのものであったが、本モデル

では、価値はある文脈（その文脈も変容するのであるが）において現象的(経験的)に生成される

ものと位置付けられる。 

 

 

 

                                                   
7 Value in Use。 利用価値と訳す文献もある。 SDL では後に Value in Context と変更された。  
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図3-3-1-(2)-8．Phenomenal Consciousness Value and Access Consciousness Value (Ng et al. 

2011) 

 

 

 すなわち、 提供者と被提供者はリアルタイムの相互作用(サービスの同時性)の中でこれらの

要素の発現・変容を繰り返しながら価値を生成していくのである。このように考えた場合、PC 

Valueの測定は、従来からある事後の質問紙調査等では捉えきれず、瞬間瞬間の生産過程をつぶ

さに観察するような手法が必要であることがわかる。そのため、社会学分野で発達したエスノグ

ラフィのサービス研究適用（Yamauch 2011）、 生理的に脳の反応を測定する方法(岡 他 2012、 

Hara et al. 2012)、IT技術を使用したSNSやGPSデータ使用など（戸谷 2013）が提案されてい

るが、いずれも測定・分析コストの大きさや結果解釈の頑健性の問題は残る。 

  価値生産が瞬間瞬間である一方、その継続期間は使用期間全般にわたる。使用期間は提供する

サービスの種類によって短期から長期まで多岐にわたり、それぞれのビジネスに合わせた調査や

データが必要になる。 

 共創価値の生成プロセスを明らかにし、測定尺度を導出するためには、サービス生産をリアル

タイムで観察することは不可欠と考えられる。一方で、累積的な共創価値は、観察等で得られた

尺度を使用した事後測定を使用期間中継続的に行うといった組み合わせが必要になると考える。  

 

もうひとつの共創と時間に関する問題は、KV や EV は発生してすぐに売り上げや収益になる

性質のものではないという点である。これは、交換価値から使用価値または文脈価値にマーケテ

ィング目標が移行したことと密接に関連しており、製造業がサービス化する際の鍵でもある。今

期（t 期）に発生した FV・KV・EV を図 3-3-1-(2)-9 の下段のメスシリンダーとおこう。FV はそ

もそもが明示されたサービス・フィーの根拠でもあり、比較的短期にその価値が企業収益に変換

される（t 期と t+１期で 100 パーセント）。一方、KV や EV は、知識を使った新サービス開発や、

満足による再購買・口コミなどの発生を待つため、発生した期にはごく一部しか収益化せず、t+

１期、t+２期と時間をかけて企業に還元される。そのため、t 期に発生した価値の経済価値化は図

の上段のように将来にわたって継続する。 
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図3-3-1-(2)-9．FV・KV・EVの発生時期と収益化時期のタイムラグ 

 

 

 

 

（3）開発尺度の仮説導出 

（3）-1.  仮説導出に向けて 

本研究では、Messick の尺度基準に沿った尺度開発を行うことから、仮説導出の為の定性調査

及び仮説検証、安定性検証のための定量調査を行った。この 2 つの調査の対象は法人間取引のみ

とした。理由として、企業と従業員、顧客の関係が長期にわたり安定していることから価値共創

の意識が高いと考えられること、また顧客との財務的関係についても長期間のデータが存在して

いることが挙げられる。 

 

 

（3）-2. 尺度開発の為の調査概要 

（3）-2-1. 協力企業 

本プロジェクト調査の協力企業は、グループ企業の金融機関 3 社である。定性調査、定量調査

の対象は、協力企業の法人顧客と、協力企業の全従業員である。 

 

 

（3）-2-2. 定性調査 

（3）-2-2-a. 顧客インタビュー 

法人顧客へのインタビュー，サービスエンカウンターの対象者は協力企業の協力を得て選定し

た。顧客インタビューは，及び異なるタイプの顧客をカバーする為、協力企業の 3 拠点から 12

社を選定しデプスインタビューを行った。調査時期は 2012 年 12～2013 年 1 月である。手法とし
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ては，半構造化インタビュー8を用いた。インタビューは主に顧客の事業内容、取引内容（取引開

始時期、取引商品など）、営業担当者との関係、協力会社との関係、競合他社との関係について調

査した。内容は、録音されたテープを文字起こしによってテキスト化したのち、KJ 法を用いて分

析した。 

 

 

（3）-2-2-b. サービスエンカウンター観察調査 

2013 年 2 月に協力企業の渉外係（法人担当）の顧客訪問に同行し、そこでのコミュニケーショ

ンについて観察調査を実施した。観察調査では、被験者間の言動に影響を与えないように観察者

は発言を控え、記録のみを行った。被験者は協力企業の同一支店内、かつ異なるエリアで、評価

の異なる渉外係 2 名を 1 名の観察者が観察した。3 企業・2 ヶ店、合計 12 名の渉外係について調

査を行った。本観察調査において、訪問前の準備段階では観察者は被験者に必要な質問を行い、

訪問先においては一切干渉せずに記録した。インタビュー音声テープ起こしなどの作業は補助人

員を雇用して行った。

                                                   
8 ヒアリング内容について大まかなシナリオを事前に作成するが，実際の会話の流れに従って柔軟に対応しなが

らインタビューを進める手法。 
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（3）-3. 仮説導出 

これらの定性調査の結果及び先行研究レビューをもとに、顧客・従業員の FV，KV，EV 測定に

関する仮説を構築し、理論的に整理した。この導き出された共創価値の定義は先述（3-3．研究開

発結果・成果）の通りである。 

仮説を構築し理論的に整理した結果、FV,KV,EV の共創価値を捉える軸として、価値増加と損

失低減、長期効果と短期効果が抽出された。たとえば、顧客の FV は、企業（金融機関）からの

融資資金で創業、設備投資、仕入れ等ビジネス拡大といった価値増加するものと、企業から有利

な条件での借換え、組替することで支払利息／手数料等が低減するというものがある。また、そ

れらはすぐに価値に変換される短期的なものや、中長期的に価値に変換される長期的なものがあ

る（図 3-3-1-(3)-1 参照）。この結果から、定量調査に向けて測定尺度の検討を行った。 

 

 

 

図 3-3-1-(3)-1. FKE の仮説構築の結果 
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（4）仮説モデルの検証及び安定性の検証 

（4）-1. 定量調査の概要 

定性調査から導出した共創価値に関する仮説を検証するために、顧客調査及び従業員調査（ど

ちらもアンケートによる定量調査）を実施した。定量調査は、顧客調査が計 3 回、従業員調査に

ついては計 2 回実施した。概要は以下の通りである。 

第 1 回目の顧客調査は、協力企業 3 社と取引を行っている法人顧客 17,424 社（層別無作為抽出）

を対象とした。2013 年 6 月～7 月にかけて謝礼無しの郵送調査を行った。回収数は 4,351 社（回

収率 25％）であった。従業員調査は、8 月に協力企業 3 社の全社員を対象に Web 調査で実施し

た。回収数は 8,640 人（回収率 86.7％）であった。 

 第２回目の調査では、2014 年 12 月に第１回目と同様の調査を行った。法人顧客は、17,428 社

（層別無作為抽出）を対象に謝礼無しの郵送調査で行った。回収数は 4,377 社（回収率 25.1%）

であった。従業員は、2014 年 12 月に全社員対象とした Web 調査を実施した。回収数は 8,841 人

（回収率 89.2%）であった。 

 また、尺度の一般化のため、当該業種において全国での調査も実施した。調査地域は、岩手県、

岐阜県、京都府、岡山県、沖縄県の５地域とし、従業員５名以上の法人企業を対象とした。地域

選択においては、県内での競合状態、顧客志向の強弱などにおいて多様な企業が含まれるよう考

慮した。ガリバー的存在が居る地域は岩手県と岡山県で、その他の 3 地域は複数の競合状態であ

る。顧客志向度の高い施策を打ち出している地域は岐阜県と京都府で、他の３地域は顧客志向度

が低い。各府県 4,000 社（層別無作為抽出）を対象に Web 回答（郵送にて依頼）してもらった。

回収数は 927 社（回収数 4.6%）であり、内訳は岩手県 222 社（回収率 5.6%）、岐阜県 186 社（回

収率 4.7%）、京都府 176 社（回収率 4.4%）、岡山県 169 社（回収率 4.2%）、沖縄県 174 社（回収

率 4.4%）であった。 

 

表 3-3-1-(4)-1-1．顧客調査概要 

 第 1 回調査 第 2 回調査 全国調査 

調査時期 2013 年 6～7 月 2014 年 12 月 2015 年 3 月 

調査方法 郵送調査 郵送調査 
郵送調査 

（WEB 回答） 

調査対象 

層別無作為抽出 

協力企業の法人顧客 

17,424 社 

層別無作為抽出 

協力企業の法人顧客 

17,428 社 

層別無作為抽出 

岩手県、岐阜県、京都府、

岡山県、沖縄県の 5 地域、

従業員 5 名以上の企業を

対象に 2万社（各県 4,000

社） 

回収数 4,351 社 4,377 社 927 社 

回収率 25.0% 25.1% 4.6% 
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表 3-3-1-(4)-1-2．従業員調査概要 

 第 1 回調査 第 2 回調査 

調査時期 2013 年 8 月 2014 年 12 月 

調査方法 WEB 調査 WEB 調査 

調査対象 
金融機関 3 社の全従業員 

9,968 名 

金融機関 3 社の全従業員 

9,908 名 

回収数 8,640 名 8,841 名 

回収率 86.7% 89.2% 

 

 

（4）-2. 定量調査の結果（因子分析結果） 

（4）-2-1．仮説モデルの検証 

第 1 回目の定量調査の結果を踏まえて、顧客と従業員の共創価値尺度を構築するために探索的

因子分析を行った。変数の入れ替えと削除を実施しながら、仮説モデルである FV,KV,EV の構造

を検証した。 

その結果、顧客の共創価値モデルとして 11 因子モデルを作成した（表 3-3-1-(4)-2-1）。FV とし

て「基本応対」「コアサービス」「取引一貫性」「信頼形成コスト」の 4 因子、KV として「担当者

による理解・アドバイス」「契約締結コスト削減」「交渉調整コスト削減」「探索・情報コスト削減」

の 4 因子、EV として「情動」「誇り」「安心地域」の 3 因子が抽出された。この分析では、FV,KV,EV

を同時に抽出することが出来なかった為、各々の共創価値毎に因子分析を行った（表 3-3-1-(4)-2-3

～8）。 

一方、従業員の共創価値モデルとして 8 因子モデルを作成した（表 3-3-1-(4)-2-2）。FV として

「退職後・職場内将来像」「給与」「福利厚生」の 3 因子、KV として「情報・状況通知」「研修」

の 2 因子、EV として「評価妥当性」「経営層信頼」「顧客対応裁量権」の 3 因子が抽出された。

各因子の内容は以下のとおりである。従業員での因子分析では、FV,KV,EV を同時に抽出した（表

3-3-1-(4)-2-9、10）。 

 

表 3-3-1-(4)-2-1．顧客の共創価値尺度 

共創価値 因子名 説明 

基本機能価値 取引一貫性 企業対企業の取引方針の明示とその一貫性 

(FV) 基本応対 顧客接点の従業員の基本応対マナー 

 コアサービス 適切な取引量や取引条件といった基本的なサービス提供 

 信頼形成コスト 取引条件の妥当性 

知識価値 担当者による理解・アドバイス 顧客接点の従業員による事業や取引に関するアドバイス 

(KV) 契約締結コスト削減 書類手続きの分かり易さ、慣れによるコスト削減 

 交渉調整コスト削減 長期的取引関係の継続がもたらす相互理解コスト削減 

 
探索・情報コスト削減 

（信頼形成コスト） 
金融機関からの情報提供によるコスト削減 

感情価値 情動 担当者との間で起こる楽しい等のポジティブな感情 

(EV) 誇り 金融機関との取引関係の強さに対して感じる誇り 

 安心地域 取引金融機関がメインバンクであることの信頼・安心感 
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表 3-3-1-(4)-2-2．従業員の共創価値尺度 

共創価値 因子名 説明 

基本機能価値 退職後・職場内将来像 職場内や退職後の将来に対する確信 

(FV) 給与 労力・責任などに応じた公平な報酬 

 福利厚生 休暇制度などの企業内サービス 

知識価値 情報・状況通知 業績目標や自身の役割分担などの情報共有 

(KV) 研修 企業内研修などの自身の成長や業務に役立つ情報提供 

感情価値 評価妥当性 適正な人事評価制度 

(EV) 経営層信頼 経営理念や経営層への信頼感 

 顧客対応裁量権 顧客ニーズへの対応や営業スタイルなどへの裁量権限 

 

 

表 3-3-1-(4)-2-3．第 1 回顧客調査の FV 因子分析結果 

（プロマックス回転後のパターン因子、降順） 

項目 FV 取引一貫性 FV 基本応対 FV コアサービス FV 信頼形成コスト  

共通性 

 初期 因子抽出後 

支店・担当者対応一貫 0.833 -0.098 -0.023 0.005 

 

0.534 0.570 

取引方針一貫 0.776 -0.057 0.066 0.008 

 

0.579 0.614 

自社へ取引理念明示 0.775 -0.109 -0.004 0.100 

 

0.521 0.585 

こまめな訪問 0.682 0.152 -0.067 -0.059 

 

0.478 0.520 

ニーズに合う融資提案 0.61 0.142 0.065 0.007 

 

0.569 0.587 

礼儀正しい -0.026 0.885 -0.015 0.001 

 

0.596 0.736 

身だしなみがよい -0.159 0.817 0.015 0.042 

 

0.456 0.544 

約束を守る 0.288 0.535 0.024 0.001 

 

0.568 0.615 

傾聴・理解 0.356 0.499 0.041 -0.028 

 

0.605 0.648 

適切な額の融資 -0.002 -0.051 0.953 -0.030 

 

0.632 0.823 

借入期間・方法適合 -0.014 0.034 0.759 0.064 

 

0.579 0.650 

融資借入が役立つ 0.020 0.058 0.714 -0.024 

 

0.507 0.562 

保証人条件は合理的 -0.030 0.059 -0.022 0.902 

 

0.650 0.808 

担保条件は合理的 0.085 -0.027 0.028 0.834 

 

0.673 0.795 

因子間相関 

 

0.713 0.631 0.617 

   

  

0.597 0.452 

   

   

0.526 

   

 

 

表 3-3-1-(4)-2-4．第 1 回顧客調査の FV 因子分析の分散の合計 

因子 抽出後の平方和  回転後の負荷量平方和 a 

  合計 分散の % 累積 % 合計 

4 0.591 4.221 64.711  3.919 

分析対象：第 1 回目法人顧客調査（n = 4,351） 

因子抽出法：最尤法 

回転：プロマックス回転 

備考：FV, EV,KV とも同様
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表 3-3-1-(4)-2-5．第 1 回顧客調査の KV 因子分析結果 

（プロマックス回転後のパターン因子、降順） 

項目 

KV 担当者による理

解・アドバイス 

KV 契約締結コスト

削減 

KV 交渉調整コスト

削減 

KV 探索・情報コス

ト削減 

（信頼形成コスト） 

 

共通性 

 初期 因子抽出後 

経営理念理解 0.965 -0.001 -0.032 -0.050 

 

0.762 0.841 

事業内容理解 0.932 -0.030 0.035 -0.072 

 

0.755 0.821 

適切な経営アドバイス 0.719 0.056 0.057 0.077 

 

0.725 0.700 

事業経営相談 0.711 0.031 0.019 0.101 

 

0.678 0.641 

融資書類が分かり易い 0.015 0.907 0.008 -0.045 

 

0.687 0.808 

融資仕組が分かり易い 0.066 0.859 -0.031 0.010 

 

0.683 0.776 

融資書類が少ない -0.054 0.773 0.023 0.049 

 

0.553 0.614 

取引長いので説明省略可 -0.001 -0.056 0.832 -0.039 

 

0.482 0.609 

慣れているので手間少ない -0.055 0.191 0.739 -0.031 

 

0.564 0.667 

後任者への適切な引継 0.242 -0.042 0.558 -0.038 

 

0.445 0.497 

重要な情報が集まっている 0.104 -0.024 0.534 0.161 

 

0.436 0.479 

提供情報で購入費用削減 0.015 -0.026 0.002 0.924 

 

0.651 0.847 

商談会で費用削減 -0.019 0.037 -0.017 0.853 

 

0.630 0.730 

因子間相関 

 

0.542 0.709 0.517 

   

   

0.626 0.498 

   

    

0.483 

   

 

 

表 3-3-1-(4)-2-6．第 1 回顧客調査の KV 因子分析の分散の合計 

因子 抽出後の負荷量平方和  回転後の負荷量平方和 

  合計 分散の % 累積 %  合計 

4 0.574 4.412 69.466  3.578 
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表 3-3-1-(4)-2-7．第 1 回顧客調査の EV 因子分析結果 

（プロマックス回転後のパターン因子、降順） 

項目 EV 情動 EV 誇り EV 安心地域  

共通性 

 

初期 因子抽出後 

話していて楽しい 0.975 -0.003 -0.042  0.765 0.895 

気が合う 0.913 -0.017 -0.005 

 

0.740 0.809 

気が利く 0.651 0.062 0.130 

 

0.582 0.616 

取引は周囲に誇れる -0.011 1.038 -0.058 

 

0.675 0.984 

経営層と親しさ周囲に誇れる 0.043 0.678 0.157 

 

0.665 0.680 

地域企業支援 -0.001 0.042 0.774 

 

0.478 0.646 

業績悪化時の支援がある 0.041 0.007 0.712 

 

0.431 0.555 

因子間相関 

 

0.580 0.662 

   

   0.706    

 

 

表 3-3-1-(4)-2-8．第 1 回顧客調査の EV 因子分析の分散の合計 

因子 抽出後の負荷量平方和  回転後の負荷量平方和 

 

合計 分散の % 累積 %  合計 

3 0.450 6.422 74.041  3.158 
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表 3-3-1-(4)-2-9．第 1 回目従業員調査の因子分析結果（プロマックス回転後のパターン因子、降順） 

項目 
KV 情報・状況通知 

(EV 所属店志向含) 
EV 評価妥当性 EV 経営層信頼 

FV 退職後・職

場内将来像 
FV 給与 KV 研修 

EV 顧客対応裁

量権 
FV 福利厚生 

 
共通性 

 
初期 因子抽出後 

自行経営戦略の説明＆納得感 0.911 -0.009 -0.036 0.036 -0.045 -0.06 -0.037 0.044 
 

0.674 0.739 

自分の役割情報通知 0.87 0.03 -0.073 -0.03 0.015 -0.01 -0.031 -0.023 
 

0.638 0.661 

自店経営戦略の説明＆納得感 0.823 -0.029 0.09 -0.012 -0.014 -0.026 -0.011 0.039 
 

0.686 0.732 

目標・目標達成状況通知 0.767 -0.04 -0.049 -0.059 0.019 0.034 -0.052 -0.076 
 

0.484 0.454 

所属店の達成意欲 0.489 0.038 0.037 0.018 -0.001 0.035 0.098 -0.042 
 

0.576 0.344 

所属店顧客志向の高さ 0.445 0.047 0.068 0.027 -0.003 0.049 0.129 0.031 
 

0.617 0.402 

思考能力の評価適切 -0.024 0.993 -0.008 -0.022 -0.018 0.001 0.002 -0.021 
 

0.836 0.894 

業務遂行能力の評価適切 -0.015 0.97 -0.032 -0.013 -0.025 -0.001 0.003 0.003 
 

0.81 0.857 

取り組み姿勢の評価適切 0.031 0.914 -0.003 -0.023 -0.042 -0.007 -0.022 0.009 
 

0.77 0.806 

マネジメント能力の評価適切 0.012 0.877 -0.005 -0.011 0.017 -0.015 0.005 -0.01 
 

0.734 0.764 

自行経営層信頼 -0.036 -0.022 1.106 -0.044 -0.044 -0.043 -0.017 -0.032 
 

0.898 0.961 

FFG 経営層信頼 -0.042 -0.034 1.068 -0.049 -0.045 -0.009 -0.012 -0.023 
 

0.879 0.908 

経営層のメッセージは響く 0.089 -0.003 0.753 0.015 0.023 0.037 -0.003 0.006 
 

0.750 0.738 

経営層にとって従業員は財産 0.052 0.058 0.628 0.023 0.057 0.033 0.022 0.062 
 

0.670 0.652 

退職後の将来像は望ましい -0.015 -0.035 -0.055 1.037 -0.049 -0.013 -0.018 -0.028 
 

0.785 0.893 

退職後の将来像が描ける -0.038 -0.056 -0.064 1.003 -0.05 -0.022 -0.012 0.013 
 

0.756 0.813 

会社での将来像は望ましい 0.035 0.135 0.152 0.496 0.091 0.037 0.013 0.001 
 

0.782 0.615 

会社での将来像が描ける 0.072 0.088 0.163 0.423 0.139 0.054 0.026 0.008 
 

0.762 0.585 

他業種より給与良い 0.017 -0.059 -0.039 -0.066 0.95 -0.005 0.005 -0.017 
 

0.640 0.784 

同地域同業より給与良い -0.041 -0.063 -0.04 -0.002 0.929 -0.024 0.02 -0.027 
 

0.622 0.744 

努力に見合う 0.025 0.161 0.056 0.009 0.627 0.011 -0.044 0.062 
 

0.571 0.616 

研修は長期的成長貢献 -0.007 -0.001 -0.027 -0.03 0.011 0.976 -0.012 -0.044 
 

0.664 0.864 

退職後役立つ研修 -0.056 -0.019 -0.025 0.033 -0.033 0.852 0.003 0.019 
 

0.597 0.669 

研修による顧客サービス向上 0.111 0.003 0.051 -0.038 -0.007 0.622 -0.018 0.045 
 

0.484 0.515 

顧客ニーズ個別対応権限 -0.052 -0.03 -0.011 -0.01 -0.019 0.003 0.864 -0.024 
 

0.419 0.697 

顧客苦情要望処理権限 -0.054 -0.006 -0.002 -0.026 0.031 -0.05 0.681 0.023 
 

0.343 0.445 

営業スタイル顧客対応 0.131 0.041 -0.018 0.009 -0.006 0.035 0.576 0.006 
 

0.354 0.419 

有休休暇取得容易 -0.02 0.008 -0.01 -0.013 -0.007 -0.033 0.001 0.848 
 

0.483 0.673 

介護／育産休容易 -0.025 -0.025 -0.022 -0.002 -0.012 0.039 0.002 0.841 
 

0.484 0.674 
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表 3-3-1-(4)-2-10．第 1 回目従業員調査の因子間相関 

 

KV 情報・状況通知 

(EV 所属店志向含) 

EV 評価妥当性 EV 経営層信頼 

FV 退職後・職場内

将来像 

FV 給与 KV 研修 

EV 顧客対応裁量

権 

FV 福利厚生 

因子間相関 

 0.632 0.667 0.477 0.437 0.527 0.285 0.420 

  0.615 0.516 0.458 0.465 0.257 0.453 

   0.582 0.536 0.572 0.266 0.468 

    0.418 0.470 0.250 0.417 

     0.256 0.283 0.268 

      0.167 0.373 

       0.160 

 

 

表 3-3-1-(4)-2-11．第 1 回目従業員調査の因子分析の分散の合計 

因子 抽出後の負荷量平方和  回転後の負荷量平方和 

 

合計 分散の % 累積 %  合計 

8 1.015 3.499 68.686  4.309 

分析対象：第 1 回目従業員調査（n = 8,640） 

因子抽出法：最尤法 

回転：プロマックス回転 
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（4）-2-2．モデルの安定性の検証 

第１回目の定量調査から、導出した共創価値に関する因子構造の安定性を検証するために、第

2 回目の顧客調査（郵送調査 2014 年 12 月実施、協力企業の法人顧客 17,428 社、回収数 4,377

社（回収率 25.1％））と従業員調査（Web 調査 2014 年 12 月実施、金融機関グループの全従業員

9,908 人、回収数 8,841 人（回収率 89.2％））を実施した。さらに顧客調査については、全国の法

人企業を対象とした第 2 回顧客調査を簡素化した定量調査（927 社（回収率 4.6％））を実施した。

このうち、融資取引のある企業数は 577 社であった。第 1 回顧客調査、第 2 回顧客調査とも融資

取引のある法人顧客が対象となっており、全国調査でも融資取引のある企業を分析対象とした。 

安定性の検証方法として確認的因子分析を行った。因子構造は第 1 回目調査から得られたモデ

ルを用い、分析データは第 2 回目調査を用いた（図 3-3-1-(4)-2-1）。法人顧客については、全国調

査のデータも使用して安定性の検証を行った（図 3-3-1-(4)-2-2）。探索的因子分析では、FV,KV,EV

毎に因子分析を行ったが、確認的因子分析ではこれらを 1 つのモデルとして分析した。また、欠

損値処理についてはさまざまな方法があるが、本分析においては、欠損値のあるケースを除外す

る方法を採用した。その結果、サンプル数は第２回目法人顧客調査では、n=3,305→2,762 となり、

全国調査では n=557→489 となった。従業員は欠損値が無かったためサンプル数は同じである。 

法人顧客において、第２回目データでの分析の結果、GFI=0.871、AGFI=0.837、RMSEA=0.069

となった（表 3-3-1-(4)-2-12）9。GFI,と AGFI は大きく乖離しておらず、また 0.8 を超えている

こと、また RMSEA も 0.069 と 0.1 を下回っていることからも適合度は良いことが確認された。

また、全国調査での分析の結果、GFI=0.835、AGFI=0.792、RMSEA=0.071 となり、AGFI が

0.8 を下回ったため、探索的因子分析を行った。この結果では、KV,EV とも同じ因子構造となり、

FV についてもほぼ同様の因子構造となった（表 3-3-1-(4)-2-13～18）。これらのことから、顧客

側の因子構造は安定していることが確認された。 

 従業員側の安定性はデータ分析の結果、GFI=0.876、AGFI=0.845、RMSEA=0.078 と適合度

は良いと判断できる結果が得られた（表 3-3-1-(4)-2-20）。 

従業員調査では、第 2 回で新たに追加した項目もあり、これは法人担当者が取引先企業から得

られた価値についての調査である。これについても因子分析を行った。その結果、その結果、FV

として「顧客コミュニケーション」、KV として「顧客からの知識・情報」、EV として「顧客の気

遣い」の計 3 因子が抽出された（図 3-3-1-(4)-2-21, 22）。 

 

 

 

 

 

                                                   
9 探索的因子分析における適合度指標のうちの 3 つ。GFI(Goodness of Fit Index)は、0～1 までの値をとり、構

成したモデルが、データをどの程度説明したかを表す指標でモデルの説明力の目安。値が 1 に近づくほど、説明

力のあるモデルとなる。AGFI（Adjusted Goodness of Fit Index）は、GFI から不安定さを除いた修正後の値。

通常、GFI>AGFI となるが、2 つの値がかけ離れていると良いモデルとはいえない。RMSEA (Root Mean Square 

Error of Approximation)は、モデルの分布と真の分布との乖離をモデルの複雑性を考慮に入れて示した指標。0.1

以下で当てはまりが良いとされ、0.05 以下だと非常に良いとされる。 
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図 3-3-1-(4)-2-1．第 2 回目法人顧客調査の確認的因子分析結果（標準化推定値） 

 

 

表 3-3-1-(4)-2-12．第 2 回目顧客調査の確認的因子分析のモデル適合度指標 

カイ二乗 自由度 有意確率 GFI AGFI RMSEA 

6,629.227 472 <0.001 0.871 0.837 0.069 

分析対象：第 2 回目法人顧客調査（n = 2,762） 

因子抽出法：最尤法 
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図 3-3-1-(4)-2-2．全国調査の確認的因子分析結果（標準化推定値） 

 

 

表 3-3-1-(4)-2-13．全国調査調査の確認的因子分析のモデル適合度指標 

カイ二乗 自由度 有意確率 GFI AGFI RMSEA 

1621.559 472 <0.001 0.835 0.792 0.071 

分析対象：全国調査（n = 489） 

因子抽出法：最尤法
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表 3-3-1-(4)-2-14．全国調査の FV 因子分析結果（プロマックス回転後のパターン因子、降順） 

項目 F 取引一貫性 F コアサービス F 基本応対 F 信頼形成コスト  

共通性 

 

初期 因子抽出後 

取引方針一貫 0.951 -0.015 -0.067 -0.076 

 

0.651 0.725 

支店・担当者対応一貫 0.943 -0.112 -0.089 -0.001 

 

0.581 0.646 

自社へ取引理念明示 0.625 0.033 0 0.147 

 

0.542 0.566 

資金ニーズに合わせた提案 0.446 0.322 0.072 -0.035 

 

0.578 0.570 

こまめに訪問 0.408 0.102 0.182 0.058 

 

0.444 0.447 

約束を守る 0.363 0.144 0.252 0.066 

 

0.550 0.528 

適切な額の借入 -0.073 0.959 -0.067 -0.004 

 

0.625 0.740 

借入期間・方法適合 -0.041 0.889 -0.006 0.012 

 

0.645 0.742 

金融機関との取引が役立つ 0.19 0.55 0.004 0.032 

 

0.523 0.535 

身だしなみがよい -0.131 -0.067 0.896 0.07 

 

0.514 0.650 

礼儀正しい 0.04 -0.012 0.862 -0.08 

 

0.570 0.718 

傾聴・理解 0.337 0.162 0.354 -0.02 

 

0.613 0.563 

保証人条件は合理的 -0.113 -0.011 0.056 0.999 

 

0.626 0.903 

担保条件は合理的 0.217 0.044 -0.088 0.704 

 

0.660 0.709 

因子間相関 

 0.779 0.663 0.624    

  0.648 0.626    

   0.456    

 

 

表 3-3-1-(4)-2-15．全国調査の FV 因子分析の分散の合計 

因子 抽出後の負荷量平方和  回転後の負荷量平方和 

 

合計 分散の % 累積 %  合計 

4 0.511 3.652 64.582  4.284 

分析対象：全国調査 融資取引あり（n = 557） 

因子抽出法：最尤法 

回転：プロマックス回転 

備考：FV, EV, KV とも同様 
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表 3-3-1-(4)-2-16．全国調査の KV 因子分析結果（プロマックス回転後のパターン因子、降順） 

項目 

KV 担当者による理

解・アドバイス 

KV 交渉調整コスト

削減 

KV 契約締結コスト

削減 

KV たなく・情報コ

スト削減 

（信頼形成コスト） 

 

共通性 

 

初期 因子抽出後 

適切な経営アドバイス 0.962 -0.060 -0.040 0.051 

 

0.743 0.849 

事業経営相談 0.829 -0.038 -0.007 0.073 

 

0.651 0.702 

経営理念理解 0.753 0.065 0.080 -0.066 

 

0.651 0.674 

事業内容理解 0.653 0.240 -0.005 -0.075 

 

0.625 0.641 

取引長いので説明省略可 -0.044 0.855 -0.048 -0.037 

 

0.486 0.607 

後任者への適切な引継 0.059 0.726 -0.051 0.049 

 

0.501 0.580 

慣れているので手間少ない 0.058 0.662 0.133 -0.045 

 

0.546 0.601 

重要な情報が集まっている 0.055 0.555 0.051 0.146 

 

0.478 0.512 

商品の仕組が分かり易い 0.024 -0.041 0.817 0.039 

 

0.559 0.689 

書類が分かり易い 0.014 0.073 0.801 -0.094 

 

0.533 0.651 

必要な書類が少ない -0.029 -0.022 0.664 0.123 

 

0.433 0.503 

提供情報で購入費用削減 -0.030 0.038 -0.057 1.029 

 

0.653 0.999 

商談会で費用削減 0.068 -0.027 0.148 0.675 

 

0.634 0.636 

因子間相関 

 0.721 0.647 0.527    

  0.636 0.472    

   0.579    

 

 

表 3-3-1-(4)-2-17．全国調査の KV 因子分析の分散の合計 

因子 抽出後の負荷量平方和  回転後の負荷量平方和 

 

合計 分散の % 累積 %  合計 

4 0.634 4.877 66.514  3.687 
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表 3-3-1-(4)-2-18．全国調査の EV 因子分析結果（プロマックス回転後のパターン因子、降順） 

項目 E 情動 E 誇り E 安心地域  

共通性 

 

初期 因子抽出後 

話していて楽しい 0.985 0.028 -0.086 

 

0.752 0.893 

個人的に気が合う 0.899 -0.039 0.027 

 

0.730 0.801 

よく気が利く 0.574 0.054 0.231 

 

0.582 0.622 

取引は周囲に誇れる 0.044 0.888 -0.029 

 

0.641 0.801 

経営層と親しさ周囲に誇れる -0.031 0.842 0.066 

 

0.631 0.757 

業績悪化時の支援がある -0.009 -0.001 0.804 

 

0.444 0.636 

金融機関は地域経済貢献 0.057 0.066 0.635 

 

0.424 0.524 

因子間相関 

 0.605 0.680    

  0.702    

 

 

表 3-3-1-(4)-2-19．全国調査の EV 因子分析の分散の合計 

因子 抽出後の負荷量平方和  回転後の負荷量平方和 

 

合計 分散の % 累積 %  合計 

3 0.357 5.093 71.912  3.122 
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図 3-3-1-(4)-2-3．第 2 回目従業員調査の確認的因子分析（標準化推定値） 

 

表 3-3-1-(4)-2-20．第 2 回目従業員調査の確認的因子分析のモデル適合度指標 

カイ二乗 自由度 有意確率 GFI AGFI RMSEA 

12648.648 349 <0.001 0.876 0.845 0.078 

分析対象：第 2 回目従業員調査（n = 8,435） 

因子抽出法：最尤法 
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表 3-3-1-(4)-2-21．第 2 回目従業員調査の法人担当の対顧客共創価値の因子分析結果 

（プロマックス回転後のパターン因子、降順） 

項目 KV 顧客からの知識・情報 EV 顧客の気遣い FV顧客コミュニケーション  

共通性 

 

初期値 因子抽出後 

顧客から有効情報提供 0.897 0.012 -0.011 

 

0.671 0.804 

顧客のおかげで知識増加 0.771 -0.153 0.149 

 

0.568 0.640 

顧客から紹介で業績向上 0.597 0.051 0.106 

 

0.467 0.497 

顧客が内部情報提供 0.510 0.336 0.004 

 

0.536 0.566 

気遣いで業務負い目軽減 -0.009 0.862 -0.004 

 

0.601 0.731 

気遣いで組織負い目軽減 -0.148 0.818 0.116 

 

0.559 0.660 

個人的相談・顧客から励まし -0.051 0.612 0.211 

 

0.479 0.525 

不必要な借入承諾 0.348 0.556 -0.204 

 

0.413 0.456 

顧客が積極的会話 0.190 0.030 0.689 

 

0.604 0.720 

顧客のおかげでスキル向上 0.027 0.245 0.572 

 

0.520 0.581 

顧客から感謝表明 0.386 -0.073 0.555 

 

0.600 0.675 

因子間相関 

 0.551 0.678    

  0.590    

 

 

表 3-3-1-(4)-2-22．第 2 回目従業員調査の法人担当の因子分析の分散の合計 

因子 抽出後の負荷量平方和  回転後の負荷量平方和 

 

合計 分散の % 累積 %  合計 

3 0.366 3.323 62.304  4.049 

 

分析対象：第 2 回目従業員調査 法人営業担当（n = 2,194） 

因子抽出法：最尤法 

回転：プロマックス回転 
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（5）-1. 実務的操作性を考慮した尺度の検証 

先述の因子分析結果から、本研究で開発された尺度は安定しており、金融機関において汎用的

に用いることが可能であることが確認された。一方、この尺度を幅広く利用してもらうためには、

研究のみならず実務においても利用可能なものでなければならない。実務的には、操作性（扱い

やすさ）が重要であることから、因子分析よりも扱いやすい合成変数について検討を行った。 

 合成変数は、各因子の項目の算術平均値とした。実務的な扱いやすさの観点から、全項目を対

象とするのではなく、第 1 回目、第 2 回目調査、全国調査の因子分析結果から、より重要と考え

られる項目を抽出した（図 3-3-1-(5)-1, 2, 3）。抽出された項目が１つのみ（例えば、第 1 回目従

業員調査での KV 研修因子）の場合は、その項目の値を合成変数の値とした。次に、作成した合

成変数について、信頼性分析を用いて尺度として利用可能か確認を行った。分析方法は内部一貫

法（Cronbach のα係数）を用いた（図表）。図表からわかる通り、全ての合成変数のα係数が基

本的には 0.85 以上となっている。α係数が最も小さいもの（全国調査（回答者）の KV 契約締結

コスト削減の合成変数）でも 0.729 であり、尺度の内的整合性は高く、使用について問題無いこ

とが確認された（図 3-3-1-(5)-4, 5, 6）。 
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表 3-3-1-(5)-1．顧客共創価値の合成変数抽出項目（赤太字が抽出項目、数値は因子負荷量） 

共創価値 因子 調査項目 第 1 回目 第 2 回目 全国 備考 

FV 信頼形成コスト 保証人条件は合理的 0.902 0.885 0.999 
 

  
担保条件は合理的 0.834 0.916 0.704 

 

 
取引一貫性 支店・担当者対応一貫 0.833 0.974 0.943 

 

  
取引方針一貫 0.776 0.917 0.951 

 

  
自社へ取引理念明示 0.775 0.439 0.625 

 

  
こまめに訪問 0.682 0.275 0.408 

 

  
資金ニーズに合わせた提案 0.610 0.201 0.446 

 

 
基本応対 礼儀正しい 0.885 0.937 0.862 

 

  
身だしなみがよい 0.817 0.864 0.896 

 

  
傾聴・理解 0.499 0.769 0.354 

 

  
約束を守る 0.535 0.656 0.252 

 

 
コアサービス 適切な額の融資 0.953 0.956 0.959 

 

  
借入期間・方法適合 0.759 0.756 0.889 

 

  
融資借入が役立つ 0.714 0.763 0.550 

 

KV 担当者による理解・ア

ドバイス 

経営理念理解 0.965 0.963 0.753 
 

 
事業内容理解 0.932 0.905 0.653 

 

  
適切な経営アドバイス 0.719 0.746 0.962 

 

  
事業経営相談 0.711 0.701 0.829 

 

 
探索・情報コスト削減 提供情報で購入費用削減 0.924 0.946 1.029 

 

 
 （信頼形成コスト） 商談会で費用削減 0.853 0.817 0.675 

 

 
契約締結コスト削減 融資書類が分かり易い 0.907 0.900 0.801 

 

  
融資仕組が分かり易い 0.859 0.883 0.817 

 

  
融資書類が少ない 0.773 0.715 0.664 

 

 
交渉調整コスト削減 取引長いので説明省略可 0.832 0.826 0.855 

 

  
慣れているので手間少ない 0.739 0.742 0.662 

 

  
後任者への適切な引継 0.558 0.638 0.426 

 

  
重要な情報が集まっている 0.534 0.605 0.555 

 
EV 情動 話していて楽しい 0.975 0.970 0.985  

  気が合う 0.913 0.916 0.899  

  気が利く 0.651 0.680 0.574  

 安心地域 業績悪化時の支援がある 0.712 0.716 0.804  

  地域企業支援 0.774 0.779 0.635  

 誇り 取引は周囲に誇れる 1.038 1.042 0.888  

  経営層と親しさ周囲に誇れる 0.678 0.661 0.842  
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表 3-3-1-(5)-2．従業員共創価値の合成変数抽出項目（太字が抽出項目、数値は因子負荷量） 

共創価値 因子 項目 第１回目調査 第２回目調査 備考 

FV 将来像 退職後将来像望ましい 1.037 1.005  

  
退職後将来像想像容易 1.003 0.982  

  
職場将来像望ましい 0.496 0.528  

  
職場将来像想像容易 0.423 0.471  

 
給与 他業種比較高給与 0.950 0.920  

  
同地域同業比較高給与 0.929 0.917  

  
労力に見合う報酬 0.627 0.651  

 
福利厚生 介護休暇取得容易 

0.841 

0.946 第１回目では介護/

育児を１項目とし

て調査   
育児休暇取得容易 0.831 

  
有休休暇取得容易 0.848 0.692  

KV 情報・状況通知 

 

 

自分の役割情報通知 0.870 0.904  

 
自店戦略の説明＆納得感 0.823 0.890  

 
自行戦略の説明＆納得感 0.911 0.783  

  
目標、目標達成状況通知 0.767 0.785  

  
店目標達成意欲 0.489 0.434  

  
所属店顧客志向の高さ 0.445 0.375  

 
研修 研修長期的成長貢献 0.976 1.003  

  
退職後役立つ研修 0.852 0.857  

  
研修で顧客サービス向上 0.622 0.605  

EV 評価妥当性 思考能力適正評価 0.993 0.982  

  業務遂行能力適正評価 0.970 0.978  

  マネジメント能力適正評価 0.877 0.900  

  仕事姿勢適正評価 0.914 0.889  

 経営層信頼 自行経営層信頼 1.106 1.115  

  グループ経営層信頼 1.068 1.028  

  経営層メッセージ響く 0.753 0.764  

  経営層従業員は財産 0.628 0.631  

 顧客対応裁量権 顧客ニーズ個別対応権限 0.864 0.852  

  顧客苦情要望処理権限 0.681 0.655  

  営業スタイル変更許可 0.576 0.565  
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表 3-3-1-(5)-3．法人営業担当者共創価値の合成変数の抽出項目 

（太字が抽出項目、数値は因子負荷量） 

共創価値 因子 項目 因子負荷量 

FV 顧客コミュニケーション 顧客が積極的会話 0.689 

  

顧客のおかげでスキル向上 0.572 

  

顧客から感謝表明 0.555 

KV 顧客からの知識・情報 顧客から有効情報提供 0.897 

  顧客のおかげで知識増加 0.771 

  顧客から紹介で業績向上 0.597 

  顧客が内部情報提供 0.510 

EV 顧客の気遣い 気遣いで業務負い目軽減 0.862 

  

気遣いで組織負い目軽減 0.818 

  

個人的相談・顧客から励まし 0.612 

  

不必要な借入承諾 0.556 

 

 

表 3-3-1-(5)-4．顧客共創価値の因子と合成変数の信頼性分析結果（Cronbach α係数） 

共創価値 因子（合成変数） 

第１回目 第２回目 全国 

因子  

α 

合成変数 

α 

因子  

α 

合成変数 

α 

因子  

α 

合成変数 

α 

FV 信頼形成コスト 0.890 0.890 0.877 0.877 0.876 0.876 

 
取引一貫性 0.863 0.814 0.845 0.879 0.830 0.786 

 
基本応対 0.859 0.816 0.875 0.836 0.862 0.841 

 
コアサービス 0.857 0.857 0.859 0.859 0.846 0.846 

KV 
担当者による理解・アドバイ

ス 
0.924 0.911 0.918 0.903 0.906 0.886 

 
探索・情報コスト削減 

（信頼形成コスト） 
0.879 0.879 0.865 0.865 0.875 0.875 

 契約締結コスト削減 0.890 0.883 0.874 0.879 0.820 0.729 

 交渉調整コスト削減 0.819 0.769 0.838 0.766 0.826 0.810 

EV 情動 0.905 0.920 0.900 0.916 0.894 0.912 

 
安心地域 0.742 0.742 0.731 0.731 0.735 0.735 

 
誇り 0.890 

 
0.879 

 
0.873 

 

＊合成変数の選択項目が 1 つの場合分析不可の為、空欄となっている。 
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表 3-3-1-(5)-5．従業員共創価値の因子と合成変数の信頼性分析結果（Cronbach α係数） 

共創価値 因子（合成変数） 

第 1 回目 第 2 回目 

因子  

α 

合成変数  

α 

因子  

α 

合成変数  

α 

FV 将来像 0.891 0.921 0.880 0.899 

 
給与 0.865 0.879 0.866 0.874 

 
福利厚生 0.802 

 
0.850 0.863 

KV 
KV 情報・状況通知 

（EV 所属店志向含） 
0.874 0.795 0.872 0.826 

 研修 0.848  0.851  

EV 評価妥当性 0.950 0.940 0.952 0.944 

 
経営層信頼 0.940 0.967 0.933 0.952 

 
顧客対応裁量権 0.738 

 
0.713 

 

＊合成変数の選択項目が 1 つの場合分析不可の為、空欄となっている。 

 

 

表 3-3-1-(5)-6．法人営業担当者共創価値の因子と合成変数の信頼性分析結果（Cronbach α係数） 

共創価値 因子（合成変数） 因子 α 合成変数 α 

FV 顧客コミュニケーション 0.829 
 

KV 顧客からの知識・情報 0.842 0.834 

EV 顧客の気遣い 0.828 0.830 

＊合成変数の選択項目が 1 つの場合分析不可の為、空欄となっている。 
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表 3-3-1-(5)-7．第 1 回顧客調査の合成変数の相関行列（全体） 

 
FV 信頼形成コ

スト 
FV 取引一貫性 FV 基本応対 

FV コアサー

ビス 

KV 担当者による理

解アドバイス 

KV 探索・情報コ

スト削減 

KV 契約締結コ

スト削減 

KV 交渉調整コ

スト削減 
EV 情動 EV 安心地域 EV 誇り 

FV 信頼形成コスト            

FV 取引一貫性 0.510           

FV 基本応対 0.448 0.560          

FV コアサービス 0.486 0.499 0.546         

KV 担当者による理解アドバイス 0.500 0.630 0.631 0.465        

KV 探索・情報コスト削減 0.357 0.394 0.278 0.260 0.456       

KV 契約締結コスト削減 0.590 0.482 0.406 0.420 0.519 0.435      

KV 交渉調整コスト削減 0.514 0.686 0.547 0.524 0.597 0.380 0.552     

EV 情動 0.449 0.565 0.635 0.443 0.754 0.392 0.461 0.537    

EV 安心地域 0.527 0.617 0.483 0.517 0.605 0.478 0.534 0.600 0.549   

EV 誇り 0.488 0.596 0.484 0.476 0.565 0.404 0.473 0.621 0.522 0.594  

分析対象：第 1 回目顧客調査 全体（n = 4,351） 

 

 

 

 

表 3-3-1-(5)-8．第 1 回顧客調査の合成変数の相関行列（A 社） 

 
FV 信頼形成コ

スト 
FV 取引一貫性 FV 基本応対 

FV コアサー

ビス 

KV 担当者による理

解アドバイス 

KV 探索・情報コ

スト削減 

KV 契約締結コ

スト削減 

KV 交渉調整コ

スト削減 
EV 情動 EV 安心地域 EV 誇り 

FV 信頼形成コスト            

FV 取引一貫性 0.510           

FV 基本応対 0.444 0.566          

FV コアサービス 0.485 0.509 0.538         

KV 担当者による理解アドバイス 0.500 0.645 0.616 0.459        

KV 探索・情報コスト削減 0.357 0.402 0.279 0.261 0.480       

KV 契約締結コスト削減 0.586 0.493 0.409 0.415 0.530 0.434      

KV 交渉調整コスト削減 0.516 0.684 0.550 0.524 0.588 0.375 0.560     

EV 情動 0.452 0.563 0.624 0.421 0.749 0.401 0.461 0.521    

EV 安心地域 0.509 0.622 0.481 0.507 0.604 0.491 0.535 0.597 0.538   

EV 誇り 0.480 0.597 0.486 0.472 0.557 0.401 0.470 0.612 0.518 0.583  

分析対象：第 1 回目顧客調査 A 社（n = 2,758） 
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表 3-3-1-(5)-9．第 1 回顧客調査の合成変数の相関行列（B 社） 

 
FV 信頼形成コ

スト 
FV 取引一貫性 FV 基本応対 

FV コアサー

ビス 

KV 担当者による理

解アドバイス 

KV 探索・情報コ

スト削減 

KV 契約締結コ

スト削減 

KV 交渉調整コ

スト削減 
EV 情動 EV 安心地域 EV 誇り 

FV 信頼形成コスト            

FV 取引一貫性 0.524           

FV 基本応対 0.449 0.574          

FV コアサービス 0.482 0.511 0.583         

KV 担当者による理解アドバイス 0.502 0.601 0.691 0.503        

KV 探索・情報コスト削減 0.370 0.375 0.310 0.275 0.412       

KV 契約締結コスト削減 0.553 0.447 0.402 0.430 0.485 0.421      

KV 交渉調整コスト削減 0.518 0.698 0.564 0.541 0.625 0.399 0.536     

EV 情動 0.460 0.576 0.682 0.501 0.774 0.361 0.434 0.572    

EV 安心地域 0.568 0.615 0.523 0.563 0.621 0.451 0.511 0.599 0.549   

EV 誇り 0.515 0.604 0.489 0.495 0.587 0.429 0.485 0.637 0.535 0.629  

分析対象：第 1 回目顧客調査 B 社（n = 898） 

 

 

 

表 3-3-1-(5)-10．第 1 回顧客調査の合成変数の相関行列（C 社） 

 
FV 信頼形成コ

スト 
FV 取引一貫性 FV 基本応対 

FV コアサー

ビス 

KV 担当者による理

解アドバイス 

KV 探索・情報コ

スト削減 

KV 契約締結コ

スト削減 

KV 交渉調整コ

スト削減 
EV 情動 EV 安心地域 EV 誇り 

FV 信頼形成コスト            

FV 取引一貫性 0.490           

FV 基本応対 0.457 0.517          

FV コアサービス 0.488 0.442 0.524         

KV 担当者による理解アドバイス 0.495 0.603 0.606 0.432        

KV 探索・情報コスト削減 0.346 0.382 0.242 0.238 0.415       

KV 契約締結コスト削減 0.646 0.479 0.397 0.423 0.523 0.462      

KV 交渉調整コスト削減 0.497 0.672 0.508 0.497 0.583 0.377 0.541     

EV 情動 0.423 0.559 0.615 0.444 0.748 0.392 0.488 0.542    

EV 安心地域 0.554 0.602 0.451 0.503 0.594 0.461 0.561 0.621 0.594   

EV 誇り 0.483 0.579 0.456 0.466 0.566 0.396 0.460 0.632 0.526 0.619  

分析対象：第 1 回目顧客調査 C 社（n = 695） 

 

 

 

 

 

 

 



56 

 

表 3-3-1-(5)-11．第 2 回顧客調査の合成変数の相関行列（全体） 

 
FV 信頼形成コ

スト 
FV 取引一貫性 FV 基本応対 

FV コアサー

ビス 

KV 担当者による理

解アドバイス 

KV 探索・情報コ

スト削減 

KV 契約締結コ

スト削減 

KV 交渉調整コ

スト削減 
EV 情動 EV 安心地域 EV 誇り 

FV 信頼形成コスト            

FV 取引一貫性 0.483           

FV 基本応対 0.424 0.545          

FV コアサービス 0.491 0.479 0.507         

KV 担当者による理解アドバイス 0.456 0.592 0.638 0.481        

KV 探索・情報コスト削減 0.276 0.358 0.254 0.229 0.399       

KV 契約締結コスト削減 0.530 0.474 0.406 0.405 0.475 0.365      

KV 交渉調整コスト削減 0.506 0.698 0.549 0.530 0.587 0.354 0.535     

EV 情動 0.402 0.529 0.658 0.421 0.713 0.327 0.427 0.523    

EV 安心地域 0.511 0.579 0.430 0.495 0.532 0.449 0.541 0.592 0.461   

EV 誇り 0.484 0.566 0.493 0.516 0.532 0.322 0.490 0.648 0.494 0.577  

分析対象：第 2 回目顧客調査 全体（n = 3,305） 

 

 

 

 

表 3-3-1-(5)-12．第 2 回顧客調査の合成変数の相関行列（A 社） 

 
FV 信頼形成コ

スト 
FV 取引一貫性 FV 基本応対 

FV コアサー

ビス 

KV 担当者による理

解アドバイス 

KV 探索・情報コ

スト削減 

KV 契約締結コ

スト削減 

KV 交渉調整コ

スト削減 
EV 情動 EV 安心地域 EV 誇り 

FV 信頼形成コスト            

FV 取引一貫性 0.436           

FV 基本応対 0.400 0.519          

FV コアサービス 0.467 0.442 0.482         

KV 担当者による理解アドバイス 0.423 0.579 0.606 0.469        

KV 探索・情報コスト削減 0.234 0.317 0.205 0.180 0.378       

KV 契約締結コスト削減 0.502 0.425 0.380 0.379 0.450 0.342      

KV 交渉調整コスト削減 0.469 0.660 0.509 0.506 0.567 0.304 0.497     

EV 情動 0.374 0.490 0.624 0.399 0.684 0.302 0.391 0.476    

EV 安心地域 0.487 0.555 0.421 0.474 0.543 0.423 0.524 0.565 0.442   

EV 誇り 0.442 0.524 0.456 0.492 0.515 0.257 0.439 0.609 0.454 0.562  

分析対象：第 2 回目顧客調査 A 社（n = 1,736） 
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表 3-3-1-(5)-13．第 2 回顧客調査の合成変数の相関行列（B 社） 

 
FV 信頼形成コ

スト 
FV 取引一貫性 FV 基本応対 

FV コアサー

ビス 

KV 担当者による理

解アドバイス 

KV 探索・情報コ

スト削減 

KV 契約締結コ

スト削減 

KV 交渉調整コ

スト削減 
EV 情動 EV 安心地域 EV 誇り 

FV 信頼形成コスト            

FV 取引一貫性 0.511           

FV 基本応対 0.452 0.548          

FV コアサービス 0.499 0.494 0.498         

KV 担当者による理解アドバイス 0.501 0.587 0.649 0.445        

KV 探索・情報コスト削減 0.295 0.365 0.275 0.240 0.404       

KV 契約締結コスト削減 0.563 0.495 0.425 0.408 0.514 0.373      

KV 交渉調整コスト削減 0.542 0.749 0.575 0.516 0.604 0.372 0.562     

EV 情動 0.420 0.524 0.669 0.381 0.740 0.306 0.474 0.544    

EV 安心地域 0.529 0.584 0.400 0.499 0.508 0.466 0.560 0.596 0.437   

EV 誇り 0.525 0.585 0.527 0.525 0.539 0.374 0.549 0.673 0.519 0.566  

分析対象：第 2 回目顧客調査 B 社（n = 937） 

 

 

 

 

表 3-3-1-(5)-14．第 2 回顧客調査の合成変数の相関行列（C 社） 

 
FV 信頼形成コ

スト 
FV 取引一貫性 FV 基本応対 

FV コアサー

ビス 

KV 担当者による理

解アドバイス 

KV 探索・情報コ

スト削減 

KV 契約締結コ

スト削減 

KV 交渉調整コ

スト削減 
EV 情動 EV 安心地域 EV 誇り 

FV 信頼形成コスト            

FV 取引一貫性 0.556           

FV 基本応対 0.439 0.595          

FV コアサービス 0.528 0.535 0.561         

KV 担当者による理解アドバイス 0.471 0.622 0.692 0.538        

KV 探索・情報コスト削減 0.359 0.452 0.345 0.329 0.443       

KV 契約締結コスト削減 0.561 0.566 0.449 0.463 0.487 0.411      

KV 交渉調整コスト削減 0.542 0.715 0.597 0.591 0.604 0.452 0.589     

EV 情動 0.435 0.619 0.718 0.506 0.742 0.410 0.452 0.597    

EV 安心地域 0.554 0.635 0.498 0.540 0.543 0.485 0.554 0.653 0.533   

EV 誇り 0.538 0.647 0.533 0.562 0.564 0.430 0.548 0.710 0.563 0.636  

分析対象：第 2 回目顧客調査 C 社（n = 632） 
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表 3-3-1-(5)-15．全国調査の合成変数の相関行列 

 
FV 信頼形成コ

スト 
FV 取引一貫性 FV 基本応対 

FV コアサー

ビス 

KV 担当者による理

解アドバイス 

KV 探索・情報コ

スト削減 

KV 契約締結コ

スト削減 

KV 交渉調整コ

スト削減 
EV 情動 EV 安心地域 EV 誇り 

FV 信頼形成コスト            

FV 取引一貫性 0.485           

FV 基本応対 0.422 0.541          

FV コアサービス 0.588 0.592 0.599         

KV 担当者による理解アドバイス 0.528 0.598 0.638 0.657        

KV 探索・情報コスト削減 0.360 0.332 0.260 0.345 0.421       

KV 契約締結コスト削減 0.491 0.474 0.439 0.495 0.547 0.407      

KV 交渉調整コスト削減 0.476 0.611 0.557 0.577 0.580 0.335 0.509     

EV 情動 0.413 0.554 0.576 0.552 0.637 0.283 0.481 0.543    

EV 安心地域 0.502 0.601 0.493 0.592 0.595 0.376 0.529 0.504 0.557   

EV 誇り 0.452 0.569 0.507 0.556 0.560 0.333 0.509 0.609 0.514 0.547  

分析対象：全国調査 融資のみ（n = 557） 
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表 3-3-1-(5)-16．第 1 回従業員調査の合成変数の相関行列（全体） 

 

FV 将来像 FV 給与 FV 福利厚生 

KV 情報・状況

通知 

KV 研修 EV 評価妥当性 EV 経営層信頼 

EV 顧客対応裁

量権 

FV 将来像         

FV 給与 0.219        

FV 福利厚生 0.273 0.128       

KV 情報・状況通知 0.317 0.293 0.282      

KV 研修 0.319 0.130 0.247 0.403     

EV 評価妥当性 0.370 0.303 0.315 0.540 0.371    

EV 経営層信頼 0.402 0.361 0.313 0.553 0.450 0.514   

EV 顧客対応裁量権 0.110 0.161 0.050 0.119 0.061 0.124 0.115  

分析対象：第 1 回従業員調査（n = 8,640） 

 

 

表 3-3-1-(5)-17．第 1 回従業員調査の合成変数の相関行列（A 社） 

 

FV 将来像 FV 給与 FV 福利厚生 

KV 情報・状況

通知 

KV 研修 EV 評価妥当性 EV 経営層信頼 

EV 顧客対応裁

量権 

FV 将来像         

FV 給与 0.179        

FV 福利厚生 0.290 0.117       

KV 情報・状況通知 0.331 0.352 0.274      

KV 研修 0.341 0.165 0.253 0.396     

EV 評価妥当性 0.377 0.355 0.303 0.543 0.377    

EV 経営層信頼 0.394 0.394 0.314 0.571 0.444 0.531   

EV 顧客対応裁量権 0.102 0.182 0.078 0.166 0.085 0.166 0.157  

分析対象：第 1 回従業員調査 A 社（n = 5,278） 

 

 

 

表 3-3-1-(5)-18．第 1 回従業員調査の合成変数の相関行列（B 社） 

 

FV 将来像 FV 給与 FV 福利厚生 

KV 情報・状況

通知 

KV 研修 EV 評価妥当性 EV 経営層信頼 

EV 顧客対応裁

量権 

FV 将来像         

FV 給与 0.301        

FV 福利厚生 0.294 0.182       

KV 情報・状況通知 0.341 0.191 0.212      

KV 研修 0.328 0.261 0.281 0.421     

EV 評価妥当性 0.410 0.263 0.298 0.528 0.353    

EV 経営層信頼 0.442 0.382 0.301 0.541 0.450 0.473   

EV 顧客対応裁量権 0.151 0.052 0.027 0.062 0.056 0.059 0.053  

分析対象：第 1 回従業員調査 B 社（n = 2,096） 
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表 3-3-1-(5)-19．第 1 回従業員調査の合成変数の相関行列（C 社） 

 

FV 将来像 FV 給与 FV 福利厚生 

KV 情報・状況

通知 

KV 研修 EV 評価妥当性 EV 経営層信頼 

EV 顧客対応裁

量権 

FV 将来像         

FV 給与 0.247        

FV 福利厚生 0.230 0.234       

KV 情報・状況通知 0.300 0.312 0.251      

KV 研修 0.282 0.198 0.174 0.351     

EV 評価妥当性 0.327 0.315 0.339 0.518 0.335    

EV 経営層信頼 0.407 0.327 0.298 0.482 0.479 0.484   

EV 顧客対応裁量権 0.046 0.100 0.051 0.097 0.079 0.110 0.072  

分析対象：第 1 回従業員調査 C 社（n = 1,266） 

 

 

表 3-3-1-(5)-20．第 2 回従業員調査の合成変数の相関行列（全体） 

 

FV 将来像 FV 給与 FV 福利厚生 

KV 情報・状況

通知 

KV 研修 EV 評価妥当性 EV 経営層信頼 

EV 顧客対応裁

量権 

FV 将来像         

FV 給与 0.236        

FV 福利厚生 0.271 0.119       

KV 情報・状況通知 0.262 0.315 0.237      

KV 研修 0.291 0.172 0.238 0.378     

EV 評価妥当性 0.325 0.329 0.261 0.477 0.342    

EV 経営層信頼 0.358 0.378 0.295 0.554 0.425 0.487   

EV 顧客対応裁量権 0.108 0.178 0.076 0.124 0.058 0.140 0.128  

分析対象：第 2 従業員調査（n = 8,435） 

 

 

表 3-3-1-(5)-21．第 2 回従業員調査の合成変数の相関行列（A 社） 

 

FV 将来像 FV 給与 FV 福利厚生 

KV 情報・状況

通知 

KV 研修 EV 評価妥当性 EV 経営層信頼 

EV 顧客対応裁

量権 

FV 将来像         

FV 給与 0.208        

FV 福利厚生 0.272 0.082       

KV 情報・状況通知 0.269 0.408 0.236      

KV 研修 0.319 0.218 0.278 0.366     

EV 評価妥当性 0.326 0.372 0.277 0.482 0.343    

EV 経営層信頼 0.352 0.432 0.307 0.567 0.425 0.494   

EV 顧客対応裁量権 0.124 0.194 0.098 0.186 0.088 0.181 0.192  

分析対象：第 2 従業員調査 A 社（n = 5,052） 
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表 3-3-1-(5)-22．第 2 回従業員調査の合成変数の相関行列（B 社） 

 

FV 将来像 FV 給与 FV 福利厚生 

KV 情報・状況

通知 

KV 研修 EV 評価妥当性 EV 経営層信頼 

EV 顧客対応裁

量権 

FV 将来像         

FV 給与 0.228        

FV 福利厚生 0.294 0.203       

KV 情報・状況通知 0.281 0.262 0.224      

KV 研修 0.323 0.156 0.174 0.394     

EV 評価妥当性 0.346 0.305 0.223 0.494 0.367    

EV 経営層信頼 0.352 0.312 0.263 0.557 0.435 0.481   

EV 顧客対応裁量権 0.066 0.065 0.064 0.044 0.051 0.070 0.021  

分析対象：第 2 従業員調査 B 社（n = 2,098） 

 

 

表 3-3-1-(5)-23．第 2 回従業員調査の合成変数の相関行列（C 社） 

 

FV 将来像 FV 給与 FV 福利厚生 

KV 情報・状況

通知 

KV 研修 EV 評価妥当性 EV 経営層信頼 

EV 顧客対応裁

量権 

FV 将来像         

FV 給与 0.303        

FV 福利厚生 0.274 0.202       

KV 情報・状況通知 0.247 0.265 0.236      

KV 研修 0.226 0.240 0.166 0.367     

EV 評価妥当性 0.310 0.356 0.251 0.430 0.315    

EV 経営層信頼 0.394 0.360 0.295 0.504 0.457 0.467   

EV 顧客対応裁量権 0.065 0.096 0.072 0.076 0.074 0.130 0.053  

分析対象：第 2 従業員調査 C 社（n = 1,285） 
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（5）-2. 共創価値尺度の外的基準妥当性の検証 

 

共創価値合成変数尺度の外的基準妥当性検証のため、総合満足度およびロイヤルティとの相関

係数を算出した（表 3-3-1-(5)-24～32）。この結果、顧客の総合満足度への影響が最も大きい共創

価値はコア・サービス（FV）、取引一貫性（FV）、交渉調整コスト削減（KV）、安心地域（EV）、

誇り（EV）であり、ついで、基本応対（FV）、担当者による理解・アドバイス（KV）であった

（いずれも 0.6 を超える相関を示している）。 

一方、顧客と企業の長期的関係性を示す取引増加意図や他人推奨意図においては、コア・サー

ビス（FV）や取引一貫性（FV）など基本機能価値との相関よりも、交渉調整コスト削減（KV）、

安心地域（EV）、誇り（EV）のほうが高い相関を示した。このことは、基本機能価値は当たり前

品質と受け止められており、長期的な共創関係の維持には、KV,EV が重要であることが確認され

た。 

従業員の共創価値合成変数尺度では、経営層信頼（EV）、ついで評価妥当性（EV）が会社への

満足度、並びに他人推奨意図に対して高い相関を示しており、従業員と企業の関係性において EV

の重要性が確認された。これらの数値を元に、企業の対顧客、対従業員施策において、どのよう

な共創価値を高めていくべきかを決定することが可能となった。  

全国調査においては、顧客満足度およびロイヤルティに対し、コア・サービス（FV）が最も強

い影響を持つものの、協力企業調査と同様に、安心地域、誇りなどの EV 項目がコアサービスに

次いで高い影響力を持つことが確認された。 

検証の結果、本研究で開発された尺度は企業の財務的価値以外の価値の測定において、妥当性

が確認された。特に、今まで数値的な測定がされにくかった KV,EV の共創価値尺度を使用するこ

とで、企業の将来収益の予測、その戦略活用が可能となる。このことは、感覚的には重要性が認

識されている共創概念の実装において重要であると考える。 
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表 3-3-1-(5)-24．顧客調査における共創価値合成変数と総合満足度・ロイヤルティとの相関係数 全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析対象：第 1 回目顧客調査 全体（n = 4,351）、第 2 回目顧客調査 全体（n = 3,305） 

備考：赤字は相関係数が 0.6 以上 

 

 

 

 

全体 第 1 回調査  第 2 回調査 

共創価値（合成変数） 総合満足 取引継続 取引増加 他人推奨  総合満足 取引継続 取引増加 他人推奨 

FV 信頼形成コスト 0.535 0.475 0.466 0.490  0.507 0.457 0.458 0.428 

 取引一貫性 0.649 0.564 0.583 0.596  0.592 0.532 0.504 0.476 

 基本応対 0.612 0.577 0.567 0.563  0.578 0.540 0.494 0.469 

 コアサービス 0.659 0.603 0.565 0.568  0.653 0.597 0.535 0.505 

KV 
担当者による 

理解アドバイス 
0.600 0.522 0.566 0.578  0.560 0.497 0.525 0.482 

 探索・情報コスト削減 0.362 0.284 0.338 0.353  0.300 0.235 0.287 0.272 

 契約締結コスト削減 0.487 0.418 0.446 0.459  0.484 0.426 0.444 0.429 

 交渉調整コスト削減 0.657 0.597 0.613 0.618  0.625 0.575 0.534 0.511 

EV 情動 0.558 0.492 0.551 0.536  0.520 0.472 0.489 0.447 

 安心地域 0.643 0.570 0.615 0.620  0.597 0.531 0.547 0.505 

 誇り 0.622 0.572 0.625 0.645  0.617 0.588 0.606 0.600 
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表 3-3-1-(5)-25．顧客調査における共創価値合成変数と総合満足度・ロイヤルティとの相関係数 A 社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析対象：第 1 回目顧客調査（n = 2,758）、第 2 回目顧客調査（n = 1,736） 

備考：赤字は相関係数が 0.6 以上 

 

 

 

 

A 社 第 1 回調査  第 2 回調査 

共創価値（合成変数） 総合満足 取引継続 取引増加 他人推奨  総合満足 取引継続 取引増加 他人推奨 

FV 信頼形成コスト 0.524 0.467 0.459 0.486  0.477 0.439 0.436 0.412 

 取引一貫性 0.644 0.561 0.580 0.597  0.551 0.499 0.465 0.458 

 基本応対 0.610 0.573 0.563 0.557  0.567 0.532 0.494 0.452 

 コアサービス 0.651 0.592 0.550 0.560  0.637 0.569 0.524 0.484 

KV 
担当者による 

理解アドバイス 
0.585 0.502 0.553 0.557  0.530 0.472 0.519 0.467 

 探索・情報コスト削減 0.370 0.278 0.339 0.344  0.248 0.177 0.236 0.217 

 契約締結コスト削減 0.477 0.413 0.449 0.465  0.458 0.399 0.417 0.405 

 交渉調整コスト削減 0.659 0.601 0.626 0.621  0.609 0.557 0.516 0.494 

EV 情動 0.540 0.465 0.531 0.512  0.496 0.452 0.487 0.421 

 安心地域 0.627 0.556 0.604 0.601  0.582 0.505 0.525 0.482 

 誇り 0.612 0.562 0.629 0.640  0.597 0.561 0.582 0.570 
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表 3-3-1-(5)-26． 顧客調査における共創価値合成変数と総合満足度・ロイヤルティとの相関係数 B 社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析対象：第 1 回目顧客調査（n = 898）、第 2 回目顧客調査（n = 937） 

備考：赤字は相関係数が 0.6 以上 

 

 

 

 

B 社 第 1 回調査  第 2 回調査 

共創価値（合成変数） 総合満足 取引継続 取引増加 他人推奨  総合満足 取引継続 取引増加 他人推奨 

FV 信頼形成コスト 0.556 0.518 0.499 0.522  0.525 0.444 0.457 0.416 

 取引一貫性 0.677 0.593 0.603 0.605  0.634 0.551 0.532 0.463 

 基本応対 0.641 0.604 0.603 0.591  0.559 0.555 0.510 0.462 

 コアサービス 0.680 0.630 0.611 0.598  0.646 0.609 0.542 0.473 

KV 担当者による 

理解アドバイス 

0.659 0.578 0.616 0.641  0.559 0.486 0.508 0.471 

 探索・情報コスト削減 0.364 0.315 0.356 0.391  0.321 0.252 0.326 0.291 

 契約締結コスト削減 0.505 0.450 0.446 0.465  0.496 0.422 0.468 0.443 

 交渉調整コスト削減 0.672 0.620 0.613 0.636  0.618 0.564 0.560 0.499 

EV 情動 0.611 0.549 0.606 0.582  0.494 0.454 0.467 0.429 

 安心地域 0.670 0.602 0.640 0.649  0.593 0.522 0.559 0.519 

 誇り 0.634 0.586 0.619 0.672  0.615 0.590 0.642 0.627 
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表 3-3-1-(5)-27． 顧客調査における共創価値合成変数と総合満足度・ロイヤルティとの相関係数 C 社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析対象：第 1 回目顧客調査（n = 695）、第 2 回目顧客調査（n = 632） 

備考：赤字は相関係数が 0.6 以上 

 

 

 

 C 社 第 1 回調査  第 2 回調査 

共創価値（合成変数） 総合満足 取引継続 取引増加 他人推奨  総合満足 取引継続 取引増加 他人推奨 

FV 信頼形成コスト 0.543 0.448 0.445 0.457  0.552 0.512 0.508 0.482 

 取引一貫性 0.627 0.535 0.567 0.578  0.629 0.578 0.558 0.532 

 基本応対 0.573 0.542 0.522 0.536  0.616 0.530 0.480 0.518 

 コアサービス 0.660 0.599 0.557 0.558  0.695 0.638 0.551 0.588 

KV 担当者による 

理解アドバイス 

0.577 0.517 0.545 0.571  0.627 0.558 0.560 0.528 

 探索・情報コスト削減 0.336 0.278 0.317 0.349  0.407 0.354 0.361 0.384 

 契約締結コスト削減 0.497 0.391 0.428 0.424  0.536 0.494 0.479 0.470 

 交渉調整コスト削減 0.621 0.546 0.555 0.579  0.665 0.623 0.539 0.564 

EV 情動 0.554 0.513 0.553 0.566  0.603 0.534 0.517 0.529 

 安心地域 0.678 0.597 0.637 0.672  0.646 0.608 0.587 0.543 

 誇り 0.634 0.582 0.611 0.618  0.664 0.641 0.616 0.637 
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表 3-3-1-(5)-28． 全国調査における共創価値合成変数と総合満足度・ロイヤルティとの相関係数（融資のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析対象：全国調査 融資のみ（n = 557） 

備考：赤字は相関係数が 0.6 以上 

 

 

 

 

全国調査 

共創価値（合成変数） 総合満足 取引継続 取引増加 他人推奨 

FV 信頼形成コスト 0.539 0.503 0.458 0.511 

 取引一貫性 0.636 0.540 0.579 0.575 

 基本応対 0.607 0.577 0.495 0.557 

 コアサービス 0.725 0.631 0.621 0.663 

KV 担当者による 

理解アドバイス 
0.586 0.516 0.568 0.586 

 探索・情報コスト削減 0.291 0.252 0.269 0.304 

 契約締結コスト削減 0.471 0.393 0.472 0.463 

 交渉調整コスト削減 0.606 0.555 0.546 0.560 

EV 情動 0.549 0.453 0.558 0.516 

 安心地域 0.641 0.552 0.590 0.604 

 誇り 0.605 0.540 0.579 0.631 
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表 3-3-1-(5)-29． 従業員調査における共創価値合成変数と総合満足度・ロイヤルティとの相関係数 全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析対象：第 1 回目従業員調査 全体（n = 8,640）、第 2 回目従業員調査 全体（n = 8,435） 

備考：赤字は相関係数が 0.5 以上 

 

 

全体 第１回  第２回 

共創価値（合成変数） 仕事満足 部署満足 会社満足 他人推奨意向  仕事満足 部署満足 会社満足 他人推奨意向 

FV 将来像 0.323 0.300 0.379 0.361  0.292 0.245 0.343 0.341 

 給与 0.279 0.198 0.360 0.337  0.282 0.200 0.365 0.348 

 福利厚生 0.257 0.308 0.286 0.237  0.141 0.096 0.126 0.128 

KV 情報・状況通知・志向 0.424 0.431 0.440 0.384  0.416 0.386 0.417 0.379 

 研修 0.273 0.259 0.353 0.362  0.223 0.246 0.245 0.247 

EV 評価妥当性 0.463 0.470 0.455 0.394  0.452 0.420 0.447 0.391 

 経営層信頼 0.431 0.413 0.571 0.525  0.433 0.362 0.544 0.513 

 顧客対応裁量権 0.127 0.095 0.095 0.123  0.270 0.254 0.345 0.332 
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表 3-3-1-(5)-30．従業員調査における共創価値合成変数と総合満足度・ロイヤルティとの相関係数 A 社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析対象：第 1 回目従業員調査（n = 5,278）、第 2 回目従業員調査（n = 5,052） 

備考：赤字は相関係数が 0.5 以上 

 

 

 

A 社 第１回  第２回 

共創価値（合成変数） 仕事満足 部署満足 会社満足 他人推奨意向  仕事満足 部署満足 会社満足 他人推奨意向 

FV 将来像 0.305 0.295 0.353 0.326  0.289 0.248 0.320 0.327 

 給与 0.280 0.211 0.358 0.347  0.283 0.207 0.361 0.362 

 福利厚生 0.264 0.317 0.293 0.234  0.210 0.136 0.151 0.164 

KV 情報・状況通知・志向 0.432 0.440 0.469 0.417  0.414 0.382 0.435 0.398 

 研修 0.275 0.251 0.376 0.399  0.230 0.241 0.240 0.241 

EV 評価妥当性 0.460 0.469 0.473 0.424  0.470 0.434 0.462 0.405 

 経営層信頼 0.426 0.428 0.576 0.526  0.444 0.368 0.554 0.520 

 顧客対応裁量権 0.170 0.130 0.125 0.150  0.297 0.247 0.354 0.347 
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表 3-3-1-(5)-31．従業員調査における共創価値合成変数と総合満足度・ロイヤルティとの相関係数 B 社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析対象：第 1 回目従業員調査（n = 2,096）、第 2 回目従業員調査（n = 2,098） 

備考：赤字は相関係数が 0.5 以上 

 

 

 

B 社 第１回  第２回 

共創価値（合成変数） 仕事満足 部署満足 会社満足 他人推奨意向  仕事満足 部署満足 会社満足 他人推奨意向 

FV 将来像 0.393 0.371 0.438 0.429  0.312 0.248 0.356 0.361 

 給与 0.302 0.195 0.355 0.267  0.283 0.198 0.332 0.253 

 福利厚生 0.224 0.270 0.265 0.230  0.028 0.061 0.041 0.038 

KV 情報・状況通知・志向 0.424 0.418 0.417 0.333  0.474 0.415 0.435 0.367 

 研修 0.296 0.275 0.368 0.356  0.216 0.244 0.249 0.242 

EV 評価妥当性 0.495 0.487 0.450 0.361  0.463 0.389 0.435 0.359 

 経営層信頼 0.449 0.399 0.564 0.523  0.438 0.343 0.546 0.507 

 顧客対応裁量権 0.046 0.045 0.022 0.052  0.263 0.276 0.358 0.338 
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表 3-3-1-(5)-32． 従業員調査における共創価値合成変数と総合満足度・ロイヤルティとの相関係数 C 社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析対象：第 1 回目従業員調査（n = 1,266）、第 2 回目従業員調査（n = 1,285） 

備考：赤字は相関係数が 0.5 以上 

 

  

 

C 社 第１回  第２回 

共創価値（合成変数） 仕事満足 部署満足 会社満足 他人推奨意向  仕事満足 部署満足 会社満足 他人推奨意向 

FV 将来像 0.305 0.247 0.385 0.379  0.268 0.246 0.379 0.347 

 給与 0.253 0.205 0.332 0.349  0.263 0.240 0.357 0.374 

 福利厚生 0.281 0.317 0.326 0.306  0.048 0.027 0.087 0.081 

KV 情報・状況通知・志向 0.392 0.394 0.431 0.394  0.368 0.357 0.411 0.380 

 研修 0.242 0.243 0.359 0.341  0.214 0.265 0.281 0.295 

EV 評価妥当性 0.430 0.445 0.440 0.377  0.377 0.410 0.458 0.407 

 経営層信頼 0.423 0.364 0.592 0.564  0.382 0.366 0.544 0.514 

 顧客対応裁量権 0.092 0.070 0.043 0.085  0.215 0.251 0.390 0.344 
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（6）開発された尺度 

本研究における成果は以下の通りである。なお、本尺度を用いた分析の応用事例を 3-3-2 に詳

述する。 

 

１． 使用目的 

２． 共創価値の主体（調査対象） 

３． 各主体（間）における各共創価値の測定方法 

４． 調査項目 

５． 開発された尺度 

６． 共創価値の算出方法 

 

本研究で開発された尺度を用いる場合、これらの各成果を理解したうえでの使用が前提となる。

アンケートは設計が重要であり、例えば、既に実施された定量調査結果や本尺度の調査項目を単

純に調査票に追加するなどしても共創価値は算出されない。また、本研究の鍵概念である FKE モ

デルは幅広い利活用が期待できるが、アンケートの調査項目（特にワーディング）は、誰が、誰

に、何を、どのように、調査するかで大きく変えなければならない。 

 

例） 融資借り入れが役に立つ  ⇒ A 社の製品（サービス）は自社の本業に役立つ 

 

本研究でのフィールドは金融業界であったが、上記例にあるようにワーディングを変えることで

幅広い企業や業界への適用が可能と考える。このような作業は調査毎に行わなければならず、本

研究における調査項目そのものの一般化は不可能である。しかしながら、開発された尺度はまだ

発展段階にあるものの、幅広く B2B 業界への適用が期待され、既にいくつかのプロジェクトが進

行中である。これらのプロジェクトによって本尺度の一般化に向けた成果が期待できる。以下に

得られた成果を詳述する。 

 

 

１． 使用目的 

本尺度は、共創価値を測定するものである。これは、金銭に容易に換算可能なコアサービスか

ら得られる FV、共創当事者に蓄積する知識の KV、人が持つ感情を基にした EV の 3 種類から成

る。 

 共創価値は、そのものが新たな共創サイクルの資源となり循環する。このサイクルは時間的に

は短期から長期に及び、金銭化される場合もあれば金銭化されなくても、価値として測定すべき

ものがある。この定義によって従来、価値として見ることが出来なかった部分も含めて価値とし

て表すことが可能となった。 

 

２． 共創価値の主体（調査対象） 

共創価値を生む主体を定義した。ここでは、従来からあるサービスエンカウンターにおける提

供者、非提供者という視点のみならず、意思決定者としての企業を主体に含めた。 

 

３． 各主体（間）における各共創価値の測定方法 

定量調査を用いた各共創価値の測定方法は、以下の通りである。顧客調査は郵送送付・郵送回

収、従業員調査は Web による調査を使用している。但し、対象業種や企業の特性に応じて異なる

調査方法も可能と考える。しかしながら、営業担当者による手渡しや店頭配布等はバイアスがか
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かるため推奨しない。特に調査方法を限定するものではない。調査対象は全従業員を対象とする。

顧客接点のある従業員（営業職等）と、顧客接点の無い従業員を分け、顧客接点の無い場合は業

務上繋がりのある他部署を顧客と見なして回答する形とする。顧客は費用が許せば取引がある全

企業を対象とすることが望ましいが、通常はサンプリング調査となる。サンプルの抽出方法は、

地域、企業規模、取引種類、取引間等で層化抽出する。 

従業員、顧客とも、調査票の共創価値に紐づく設問は、5 点もしくは 7 点リッカート尺度とす

る。尺度に中位（どちらでもない）を含めているのは、回答者の意見を正しく反映させるためで

ある。調査票の分量から被験者負担を考慮すると、結果変数にあたる満足度やロイヤルティは 7

点、原因変数に当たる評価項目は 5 点が望ましい。 

 

 

４． 調査項目 

 本研究で実施された定量調査の項目は表 3-3-1-(6)-3,4,5 通りである（設問数が膨大な為、共創

価値項目のみ掲載）。この項目を決定するために、初めに調査設計をおこなった（表 3-3-1-(6)-1,2）。

アンケートでは、郵送、Web や電話による違いのみならず、調査票の設問数や設問項目の順番、

ワーディングの違いによって回答精度が大きく異なる。このため、調査設計は先行研究ならびに

定性調査から構築された仮説をもとに、出来る限り正確な回答が得られるような設問順序を考慮

した。ワーディングについても回答者全員が同じ意味として認識出来るよう、幾度も議論がなさ

れた。議論の末、完成された設計図をもとに、顧客調査票、従業員調査票が作成された。 

 調査票の流れについて説明する。本研究で実施した顧客調査は、商品としてのコアサービス品

質、サービスを提供する担当者、そして企業について、約 270 問の設問からなる。中身は、協力

企業についての調査、協力企業の競合他社についての調査、顧客自身についての 3 つに分かれる。

各品質の設問のみならず、品質別の総合評価、総合満足度・ロイヤルティも調査している。 

 一方、従業員調査は、キャリアパス、働きやすさ、評価と処遇、経営層、自身の仕事について

の考え方を中分類として詳細に調査した。顧客接点を持つ部署のみ、顧客応対についての設問を

含めている。設問数は、全員が約 280 問で、顧客接点を持つ部署は 26 問が付加されている。顧

客調査同様、各分類の総合評価、従業員満足度・ロイヤルティも合わせて調査している。 
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表 3-3-1-(6)-1．顧客定量調査の設計図概要 

分野 大項目 品質 対象 中項目

－ 共通 取引状況 － 取引取引状況

取引開始時期

取引開始のきっかけ

取引現在利用チャネル

担当者訪問頻度

訪問の最近傾向

価値増加＿担当者評価(短期EV)

損失低減＿担当者評価(短期EV)

価値増加＿企業評価(長期EV)

損失低減＿企業評価(長期EV)

価値増加＿金銭価値評価(短期MV)

損失低減＿金銭価値評価(短期MV)

価値増加＿金銭価値評価(長期MV)

損失低減＿金銭価値評価(長期MV)

価値増加＿情報評価(短期KV)

損失低減＿情報評価(短期KV)

価値増加＿情報評価(長期KV)

損失低減＿情報評価(長期KV)

共通 イメージ イメージ評価

他社取引有無

コアサービス利用競合他社

コアサービス利用メイン競合他社

メイン取引先定義

メイン取引先評価

取引開始時期

取引開始のきっかけ

取引額比較（当社vsメイン競合他社）

現在利用チャネル

担当者訪問頻度

訪問の最近傾向

価値増加＿担当者評価(短期EV)

損失低減＿担当者評価(短期EV)

価値増加＿企業評価(長期EV)

損失低減＿企業評価(長期EV)

価値増加＿金銭価値評価(短期MV)

損失低減＿金銭価値評価(短期MV)

価値増加＿金銭価値評価(長期MV)

損失低減＿金銭価値評価(長期MV)

価値増加＿情報評価(短期KV)

損失低減＿情報評価(短期KV)

価値増加＿情報評価(長期KV)

損失低減＿情報評価(長期KV)

共通 イメージ メイン競合他社イメージ評価

ソリューション利用状況（興味・提案・利用）

セグメンテーション情報（自社ニーズ）

セグメンテーション情報（業界への要望）

メイン取引先変更検討理由

メイン取引先変更障壁

記入者役職

業種

自社の業況

その他 自由回答

コ
ア
サ
ー

ビ
ス
取
引

競合メイン

競合メイン

－

自社

－

自
社

競
合
他
社

（
メ
イ
ン
競
合

）

コ
ア
サ
ー

ビ
ス
取
引

価値共創

価値共創

セ
グ
メ
ン
テ
ー

シ

ョ
ン

顧
客
情
報

共
通

属性

ニーズ共通 －

取引状況

取引状況

 
 

担当者 

総合評価 

コアサービス 

総合評価 

イメージ 

総合評価 

満
足
度
・
ロ
イ
ヤ
ル
テ
ィ 

担当者 

総合評価 

コアサービス 

総合評価 

イメージ 

総合評価 

満
足
度
・
ロ
イ
ヤ
ル
テ
ィ 
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表 3-3-1-(6)-2．顧客定量調査の設計図概要 

大項目 対象 中項目

採用方針

職種間差異

キャリアパス

担当業務の質（負担感）

研修

情報共有

部門間協力

チーム参加意識

職場環境

福利厚生

業務裁量権

人事考課

報酬制度

目標達成志向

将来像

上司評価

女性活用・シニア活用

現場理解評価

信頼

報酬

地位

ワークライフバランス

得たいもの・得ているもの

顧客応対
（顧客接点部署のみ）

顧客接点のある部署 顧客応対評価

雇用形態

担当職務

全従業員

全従業員

全従業員

全従業員

全従業員

全従業員

キャリアパス

働きやすさ

評価と処遇

経営層

仕事についての
考え方

回答者情報

 

 

 

キャリアパス 

総合評価 

働きやすさ 

総合評価 

評価と処遇 

総合評価 

顧客応対 

総合評価 

経営層 

総合評価 

仕事についての

考え方総合評価 

満
足
度
・
ロ
イ
ヤ
ル
テ
ィ 
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表 3-3-1-(6)-3．顧客調査票 営業担当者に関する設問項目（共創価値項目のみ掲載） 

 担当しているＸ社の営業担当についてどう思いますか。 そう思う  ⇔  そう思わない 

FV 取引一貫性 
こまめに訪問してくれる 5      4      3      2      1 

当社（顧客）のニーズに合う提案をしてくれる 5      4      3      2      1 

FV 基本応対 

礼儀正しい 5      4      3      2      1 

身だしなみが良い 5      4      3      2      1 

話をよく聞き理解している 5      4      3      2      1 

約束を守る 5      4      3      2      1 

KV 担当者によ

る理解・アドバイ

ス 

当社（顧客）の経営理念を理解している 5      4      3      2      1 

当社（顧客）の事業内容を理解している 5      4      3      2      1 

適切な経営アドバイスをしてくれる 5      4      3      2      1 

事業経営の相談に乗ってくれる 5      4      3      2      1 

EV 情動 

話していて楽しい 5      4      3      2      1 

気が合う 5      4      3      2      1 

気が利く 5      4      3      2      1 

 

 

表 3-3-1-(6)-4．顧客調査票 品質に関する設問項目（共創価値項目のみ掲載） 

 Ｘ社とのコアサービス取引についてどう思いますか。 そう思う  ⇔  そう思わない 

FV 取引一貫性 

支社・担当者の対応は一貫している 5      4      3      2      1 

当社（顧客）に対する取引方針は一貫している 5      4      3      2      1 

当社（顧客）への取引理念を明らかにしている 5      4      3      2      1 

FV コア 

サービス 

当社（顧客）にとって必要な量のサービスを満たしている 5      4      3      2      1 

取引方法は当社（顧客）に適している 5      4      3      2      1 

Ｘ社のコアサービスは当社ビジネスに役立つ 5      4      3      2      1 

FV 信頼形成 

コスト 

取引条件 A は合理的である 

取引条件 B は合理的である 

5      4      3      2      1 

5      4      3      2      1 

KV 契約締結 

コスト削減 

取引書類の内容は分かり易い 5      4      3      2      1 

取引の仕組みは分かり易い 5      4      3      2      1 

取引に必要な書類は必要最小限である 5      4      3      2      1 

KV 交渉調整 

コスト削減 

取引が長いのでＸ社への説明を省略できる 5      4      3      2      1 

Ｘ社との取引になれているので手間が少ない 5      4      3      2      1 

Ｘ社の担当者は後任者への引継を適切に行う 5      4      3      2      1 

Ｘ社には重要な情報が集まっている 5      4      3      2      1 

KV 探索・情報 

コスト削減 

Ｘ社の提供情報で当社（顧客）の情報収集費用が削減でき

る 
5      4      3      2      1 

Ｘ社の情報でマーケティング情報が削減できる 5      4      3      2      1 

EV 誇り 
Ｘ社との取引関係を周囲に誇れる 5      4      3      2      1 

Ｘ社の経営層と親しいことを周囲に誇れる 5      4      3      2      1 

EV 安心地域 
Ｘ社は地域企業を支援して地域経済へ貢献している 5      4      3      2      1 

Ｘ社は当社（顧客）の業績悪化時も支援してくれる 5      4      3      2      1 
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表 3-3-1-(6)-5．従業員調査票 設問項目（共創価値項目のみ掲載） 

 下記についてお伺いします。 そう思う  ⇔  そう思わない 

FV 退職後・職場

内将来像 

退職後の将来像は望ましいものである 5      4      3      2      1 

退職後の将来像が想像しやすい 5      4      3      2      1 

職場での将来像は望ましいものである 5      4      3      2      1 

職場での将来像が想像しやすい 5      4      3      2      1 

FV 給与 

他業種と比較して高給与である 5      4      3      2      1 

同地域同業と比較して高給与である 5      4      3      2      1 

労力に見合う報酬を得ている 5      4      3      2      1 

FV 福利厚生 

介護休暇を取得しやすい 5      4      3      2      1 

育児休暇を取得しやすい 5      4      3      2      1 

有休休暇を取得しやすい 5      4      3      2      1 

KV 情報・状況 

通知 

自分の役割が適切に知らされている 5      4      3      2      1 

所属支社の戦略に関する説明には納得感がある 5      4      3      2      1 

自社の戦略に関する説明には納得感がある 5      4      3      2      1 

目標・目標達成状況が適宜知らされている 5      4      3      2      1 

所属支社は目標達成意識が高い 5      4      3      2      1 

所属支社は顧客志向である 5      4      3      2      1 

KV 研修 

自分の長期的成長に役立つ研修が提供されている 5      4      3      2      1 

退職後も役立つ研修が提供されている 5      4      3      2      1 

研修で自分の顧客サービス力は向上している 5      4      3      2      1 

EV 評価妥当性 

思考能力が適正に評価されている 5      4      3      2      1 

業務遂行能力が適正に評価されている 5      4      3      2      1 

マネジメント能力が適正に評価されている 5      4      3      2      1 

仕事への姿勢が適正に評価されている 5      4      3      2      1 

EV 経営層信頼 

経営層を信頼している 5      4      3      2      1 

（親会社の経営層を信頼している） 5      4      3      2      1 

経営層からのメッセージは心に響く 5      4      3      2      1 

経営層は従業員を財産だと思っている 5      4      3      2      1 

EV 顧客対応 

裁量権 

顧客のニーズに個別対応する権限が与えられている 5      4      3      2      1 

顧客の苦情や要望を処理する権限が与えられている 5      4      3      2      1 

顧客別に営業スタイルを変更することが可能である 5      4      3      2      1 
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５． 開発された尺度 

開発された尺度は以下の通りである。 

 

表 3-3-1-(6)-6．開発された尺度（顧客側 赤字は合成変数項目） 

共創価値 因子 調査項目 

FV 信頼形成コスト 保証人条件は合理的 

 
2 問 担保条件は合理的 

 
取引一貫性 支店・担当者対応一貫 

 
5 問 取引方針一貫 

  
自社へ取引理念明示 

  
こまめに訪問 

  
資金ニーズに合わせた提案 

 
基本応対 礼儀正しい 

 
4 問 身だしなみがよい 

  
傾聴・理解 

  
約束を守る 

 
コアサービス 適切な額の融資 

 
3 問 借入期間・方法適合 

  
融資借入が役立つ 

KV 
担当者による理解・アドバイス 

経営理念理解 

 
事業内容理解 

 
4 問 適切な経営アドバイス 

  
事業経営相談 

 
探索・情報コスト削減 提供情報で購入費用削減 

 

 （信頼形成コスト） 

2 問 
商談会で費用削減 

 
契約締結コスト削減 融資書類が分かり易い 

 
3 問 融資仕組が分かり易い 

  
融資書類が少ない 

 
交渉調整コスト削減 取引長いので説明省略可 

 
4 問 慣れているので手間少ない 

  
後任者への適切な引継 

  
重要な情報が集まっている 

EV 情動 話していて楽しい 

 3 問 気が合う 

  気が利く 

 安心地域 業績悪化時の支援がある 

 2 問 地域企業支援 

 誇り 取引は周囲に誇れる 

 2 問 経営層と親しさ周囲に誇れる 
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表 3-3-1-(6)-7．開発された尺度（従業員側 赤字は合成変数項目） 

 

 

 

共創価値 因子 項目 

FV 将来像 退職後将来像望ましい 

 
4 問 退職後将来像想像容易 

  
職場将来像望ましい 

  
職場将来像想像容易 

 
給与 他業種比較高給与 

 
3 問 同地域同業比較高給与 

  
労力に見合う報酬 

 
福利厚生 介護休暇取得容易 

 
3 問 育児休暇取得容易 

  
有休休暇取得容易 

KV 情報・状況通知 

6 問 

 

自分の役割情報通知 

 
自店戦略の説明＆納得感 

 
自行戦略の説明＆納得感 

  
目標、目標達成状況通知 

  
店目標達成意欲 

  
所属店顧客志向の高さ 

 
研修 研修長期的成長貢献 

 
3 問 退職後役立つ研修 

  
研修で顧客サービス向上 

EV 評価妥当性 思考能力適正評価 

 4 問 業務遂行能力適正評価 

  マネジメント能力適正評価 

  仕事姿勢適正評価 

 経営層信頼 自行経営層信頼 

 4 問 グループ経営層信頼 

  経営層メッセージ響く 

  経営層従業員は財産 

 顧客対応裁量権 顧客ニーズ個別対応権限 

 3 問 顧客苦情要望処理権限 

  営業スタイル変更許可 
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６． 共創価値の算出方法 

 共創価値の算出方法として、因子分析もしくは合成変数で算出する。因子分析の場合、顧客に

ついては、観測変数となる質問を合計 34 問から FV4 因子、KV4 因子、EV3 因子を構成する。一

方、従業員については、同様に質問を 30 問で作成し、FV3 因子、KV2 因子、EV3 因子を算出す

る。合成変数は、表 3-3-1-(6)-6 及び 7 に示す各項目の算術平均で得点を計算する。顧客について

は、FV4（10 問）、KV4（9 問）、EV3（5 問）の構成となる。従業員は FV3（6 問）、KV2（3 問）、

EV3（5 問）の構成となる。これらの因子が尺度である（表 3-3-1-(6)-6 及び 7）。過去、数値化さ

れなかった共創価値が、この尺度によって数値として観察することが可能となる。 

この 2 つの違いは計算と評価の煩雑さである。算出された共創価値について学術的な深い考察

を必要とする場合は因子分析を用い、実務的に使用する場合は合成変数を用いることを推奨する。 

 因子分析による評価は、得られた因子得点や相関係数から様々な分析をおこなうことで得られ

る。基礎統計量のように単純に数値の大小を比較するものではないため、相応の分析知識が必要

となる。いずれも異なる調査手法を用いたものや、異なるワーディング、質問順序で得られたデ

ータの分析結果を直接比較することは推奨しない。一方、合成変数は算術平均から得られた数値

であり、直感的に捉えやすいため、ビジネスパーソンによる利用や時点間比較に適していると考

える。 
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3-4．今後の成果の活用・展開に向けた状況 

 

3-4-1.  今後の成果の活用・展開に向けた状況 

■実務への適用で得られる成果  

  １．共創価値を視野に入れた経営戦略指針  

 当該フィールド企業では、本尺度開発に関わる調査結果（特に二回目調査結果を重視）を中期

経営計画策定の材料として使用。また、本報告書に詳細は記載していないが、従業員のセグメン

ト別に反映。 

   

 ２．金融サービス従事者のモチベーションの向上  

 上記フィールド企業に対して、法人担当者の生成している共創価値に関する顧客からの評価と

自己評価のギャップ、対組織・対顧客共創意識によるグループ分けと、各グループの現状の人事

評価のギャップを報告。人事評価基準に共創視点を加えることを提案している。 

 

 なお、当初計画にあった共創実験は実施していない。尺度の性質上、また、本尺度を開発する

目的が長期的な視点の重視であることから、１〜数回の実験で翌年度に効果が現れるといったも

のではないことが研究の進捗、議論の中で明確になったからである。 

 

当初想定以外の展開 

→これに代わるものとして尺度一般化を図る全国調査を実施。この結果、尺度の安定性が確認さ

れ、本研究調査業界での一般化が保証された。 

 

→現在、B2B への展開が有望であることから、今後は範囲を製造業へ拡大して実証実験を行うこ

とを企画している。 

→新規設定される ISO27500 シリーズの基本思想を表すモデルとして、27501 に記載する方向で

進んでいる（参考資料 Appendix 1）。 

→「統合報告書」における共創価値の記載へ向けた提案を検討。この統合報告書については、

Appendix 2 に詳述している。 
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3-4-A.  Appendix 

3-4-A-1. Appendix 1  ISO27501 参考資料（IEA2015 発表資料） 
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3-4-A-2. Appendix2 「統合報告書」における共創価値の記載へ向けて 

 

 本プロジェクトの成果の予測される波及効果として、「統合報告書(Integrated Report)」への記

載を挙げることができる。ここでは、まず統合報告書の概要を解説し、本研究成果がなぜ、統合

報告書の作成に貢献する可能性があるのかを議論する。 

 

(1) 「統合報告書」とは何か 

 国際統合報告評議会(International Integrated Reporting Council: 以下 IIRC と略記する)は、

イギリスのチャールズ皇太子が設立した A4S (Prince’s Accounting for Sustainability)と GRI 

(Global Reporting Initiative)が合併して誕生した組織であり、統合報告書についての基本的な見

解である「フレームワーク」を公表し、統合報告書の啓蒙や普及を進めている団体であるという10。

この IIRC の公表フレームワークである IIRC (2013、 邦訳は 2014 年)では、「統合報告書の主た

る目的は財務資本の提供者に対し、組織が長期にわたりどのように価値を創造するかについて説

明することである。それゆえ、統合報告書には、関連する財務情報とその他の情報の両方が含ま

れる」（1.7）とし、続く（1.8）では「統合報告書は、従業員、顧客、サプライヤー、事業パート

ナー、地域社会、立法者、規制当局、及び政策立案者を含む、組織の長期にわたる価値創造能力

に関心を持つ全てのステークホルダーにとって有益なものとなる」とされている。 

 この点について、Eccles and Krzus (2010)は、単純に報告書をひとつにまとめたものではなく、

企業の財務情報と非財務情報の両者を相互の影響を明らかにし報告するものであると報告してい

る。これは、財務諸表に代表される財務情報についての報告が既に企業価値評価に資する情報を

提供不能であり、さらには経済的価値以外の責任についての報告を積極的に求められているとい

う背景があるという（加賀谷 2014）。そして、このような特徴を持つ統合報告書は、我が国にお

いてもローソンをはじめとする複数の企業で採用されはじめている。 

 それでは、この統合報告書には、どのような情報が記載されるのだろうか。IIRC (2013)では、

企業の様々な価値創造プロセスを次の図 3-4-A-2-1 のように表現している。ここでは、統合報告

の目的である価値創造の報告が、財務的な価値に限定されない非常に幅広いものであることが理

解できるだろう。しかしながら、具体的な報告内容については、いわゆる原則主義的な立場に立

っていることも統合報告書の特徴である。つまり、IIRC (2013)の(1.9)によれば、「フレームワー

クは、原則主義に基づく。原則主義アプローチは、組織それぞれの状況に大きな違いがあること

を認めつつ、情報ニーズを満たす上で十分な比較可能性を確保するよう、柔軟性と規範性との間

で適切なバランスを取ることを目的とするものである。」とあり、続く(1.10)では「フレームワー

クは、特定の主要業績指標(KPI)や測定方法、個々の課題の開示を規定するものではない。したが

って、統合報告書の作成と表示に責任を負う者は、組織特有の状況を考慮した上で、次の内容を

決定するための判断を下す必要がある。(後略)」とある。具体的な項目は、企業固有の文脈を踏ま

えた上で独自の項目を掲載すべし、ということであり、IIRC はあくまで原則としてのフレームワ

ークを提示するにとどまっているのである。 

 では、本プロジェクトにおける共創価値は、統合報告書の原則の中で、どのように貢献できる

のだろうか。具体的には図 3-4-A-2-1 における知的資本、人的資本、そして社会・関係資本につ

いて、既存の統合報告書では定性的にしか表現できていない部分を、より定量的に表現できるた

めのツールを提供可能であると考えている。原則主義をとる IIRC のフレームワークでは具体的

な項目が示されないため、特に B2B 型の企業にとって本プロジェクトの成果は示唆に富むものと

思われる。 

                                                   
10 http://rideal.org/category4/entry63.html 
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図 3-4-A-2-1 統合報告における価値創造 

出典：IIRC(2014 邦訳版)図２より。
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(2) 本プロジェクトの成果を利用した統合報告の提案 

 

IIRC (2013)の(4.28)では、「通常、統合報告書は次を特定する。」として、具体的には、「・組織

の短、中、長期の戦略目標 ・それらの戦略目標を実現するための現在又は今後の戦略 ・戦略

を実行するための資源配分計画 ・どのように短、中、長期の達成状況及びアウトカムを測定す

るか。」という論点を提示している。ここで、本プロジェクトの成果である共創価値の測定は、「達

成状況及びアウトカムを測定する」ことに貢献するといえる。具体的には、従業員側の EV は、

(2.15)にある「人々の能力、経験、及びイノベーションへの意欲」である「人的資本」の測定値と

して利用可能だろう。また、従業員側の FV、KV、顧客側の FV については、「組織的な、知識ベ

ースの無形資産」である「知的資産」の測定値として利用可能だろう。各 FV がこれに該当する

理由は、知的資産にはシステム、手順、プロトコルなどが含まれることによる。さらに、顧客側

の KV、EV については、「個々のコミュニティ、ステークホルダー・グループ、その他のネット

ワーク間又はそれら内部の機関や関係、及び個別的に・集合的幸福を高めるために情報を共有す

る能力」である「社会・関係資本」の測定値として利用可能である。なお、これらの点を要約し

たのが、表 3-4-2A-1 である。 

さらには、IIRC (2013)の(4.32)では、「財務指標と他の要素とを結合させる」とし、具体的には

「KPI(例えば、売上高と温室効果ガス排出量との比率など)、又は他の資本及び他の因果関係の重

大な影響に伴う財務上の影響を説明すること(例えば、人的資本を増やすことによって期待される

収益の増加)は、他の資本に関する実績と財務実績との結合性を説明する際に使用される場合があ

る。場合によっては、資本への影響(例えば、炭素排出及び水利用)に関する金額評価も含むかもし

れない。」と述べており、財務的な成果へと帰結する共創価値は、おそらくは整合性をもって説明

される基礎になるであろう。つまり、それぞれの資本に該当する従業員側・顧客側の価値につい

ては、これらと財務数値の関連を統合報告書に明記できるといえる。もし、本報告書にあるよう

に、ある種の価値が財務数値と結びついていなかったり、場合によっては負の関係にあったりす

る場合などは、それを報告書に明記することで企業側の戦略の変更や組織改革の方向性を投資家

に伝えることもできる。つまり、実証的に財務数値との関連性を報告するだけでなく、ある種の

価値が予想通りとはいえない関連を有していた場合の経営者側の解釈や組織戦略上の問題提起を

含めて議論が可能になることこそ、本プロジェクトの成果の一つといえる。 
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表 3-4-2-A-1 統合報告における資本と本プロジェクトの共創価値の関係 

統合報告に 

おける資本 
資本の解説 

本プロジェクトで開発した

共創価値測定尺度 

人的資本 

人々の能力、経験及びイノベーションへの

意欲。例えば、 

● 組織ガバナンス・フレームワーク、リス

ク管理アプローチ及び倫理的価値への同調

と支持 

● 組織の戦略を理解し、開発し、実践する

能力 

● プロセス、商品及びサービスを改善する

ために必要なロイヤリティ及び意欲であ

り、先導し、管理し、協調するための能力

を含む。 

従業員側の EV 

知的資本 

組織的な、知識ベースの無形資産 

● 特許、著作権、ソフトウェア、権利及び

ライセンスなどの知的財産権 

● 暗黙知、システム、手順及びプロトコル

などの「組織資本」 

従業員側の FV、KV 

顧客側の FV 

社会・関係 

資本 

個々のコミュニティ、ステークホルダー・

グループ、その他のネットワーク間又はそ

れら内部の機関や関係、及び個別的・集合

的幸福を高めるために情報を共有する能

力。社会・関係資本には次を含む。 

● 共有された規範、共通の価値や行動 

● 主要なステークホルダーとの関係性、 及

び組織が外部のステークホルダーとともに

構築し、保持に努める信頼及び対話の意思 

● 組織が構築したブランド及び評判に関連

する無形資産 

● 組織が事業を営むことについての社会 

的許諾(ソーシャル・ライセンス) 

顧客側の KV、EV 
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4．研究開発実施体制 

 

4-1．体制  
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4-2．研究開発実施者 

 

① 研究グループ名 統括グループ 

氏 名 所 属 役 職 担当する研究開発実施項目 参加時期 

戸谷 圭子 明治大学大学院 教授 全体統括 平成 24 年 10 月

～ 

平成 27 年 9 月 

小沢 佳奈 流通経済大学 講師 全体統括 平成 24 年 10 月

～ 

平成 27 年 9 月 

 

 

② 研究グループ名 顧客生涯価値分析グループ 

氏 名 所 属 役 職 担当する研究開発実施項目 参加時期 

新井 康平 群馬大学 准教授 実データにもとづく顧客別原価

収益計算 

平成 24 年 10 月

～ 

平成 27 年 9 月 

大浦 啓輔 滋賀大学 准教授 実データにもとづく顧客別原価

収益計算 

平成 25 年 1 月 

～ 

平成 27 年 9 月 

加登 豊 同志社大学大学

院 

教授 実データにもとづく顧客別原価

収益計算 

平成 24 年 10 月

～ 

平成 27 年 9 月 

 

③ 研究グループ名 顧客・従業員価値分析グループ 

氏 名 所 属 役 職 担当する研究開発実施項目 参加時期 

水野 誠 明治大学 教授 顧客・従業員調査および価値共

創モデルの設計・分析 

平成 24 年 10 月

～ 

平成 27 年 9 月 

戸谷 圭子 明治大学大学院 教授 顧客・従業員調査および価値共

創モデルの設計・分析 

平成 24 年 10 月

～ 

平成 27 年 9 月 

小沢 佳奈 流通経済大学 講師 顧客・従業員調査および価値共

創モデルの設計・分析 

平成 24 年 10 月

～ 

平成 27 年 9 月 

根本 裕太郎 首都大学東京 D3 調査・分析補助 平成 24 年 10 月

～ 

平成 27 年 3 月 

丹野 慎太郎 独立行政法人 

産業技術総合研

 調査・分析補助 平成 27 年 4 月 

～ 
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究所 平成 27 年 9 月 

芳賀麻誉美 徳山大学 准教授 顧客・従業員価値共創モデルの

分析 

平成 26 年 4 月 

～ 

平成 26 年 5 月 

 

 

④ 研究グループ名 価値のネットワーク効果分析グループ 

氏 名 所 属 役 職 担当する研究開発実施項目 参加時期 

石井 晃 鳥取大学 教授 ネットワーク効果のモデル化 平成 24 年 10 月

～ 

平成 27 年 9 月 

大西 立顕 東京大学大学院 准教授 顧客間ネットワークの作成と解

析 

平成 24 年 10 月

～ 

平成 27 年 9 月 

北尾 明子 鳥取大学  調査・分析補助 平成 26 年 4 月 

～ 

平成 27 年 9 月 

中谷 宙央 東京大学 M2 調査・分析補助 平成 27 年 8 月 

～ 

平成 27 年 9 月 

 

 

4-3．研究開発の協力者・関与者 

 

氏 名・所 属・役 職（または組織名） 協 力 内 容 

協力企業（金融機関） 顧客データ、従業員データの提供 顧

客、従業員への定性、定量調査への協

力 価値共創フィールド実験への協力 

A 社 顧客データ、従業員データの提供 顧

客、従業員への定性、定量調査への協

力 価値共創フィールド実験への協力 

B 社 顧客データ、従業員データの提供 顧

客、従業員への定性、定量調査への協

力 価値共創フィールド実験への協力 

C 社 顧客データ、従業員データの提供 顧

客、従業員への定性、定量調査への協

力 価値共創フィールド実験への協力 
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5．成果の発信やアウトリーチ活動など 

 

5-1．社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 

 

（１）書籍、DVD 

・（実務家向け雑誌解説記事） 

・新井康平(2015)「業績への影響可能性を推定する：階層線形モデルという考え方」『企業会

計』2015 年 5 月号。（コラム「salon de critique」に，本プロジェクトの研究成果を実務

家向けに紹介）。 

・戸谷圭子（2014）「『連載』時代の風を読む！メインバンクは製造業のコモディティ化脱却

の支援を」『近代セールス社』2014 年 5 月 1 日号。 

・戸谷圭子（2014）「『連載』時代の風を読む！顧客の状況や販売員の伝え方で金融サービス

の価値にも差が生じる」『近代セールス社』2014 年 7 月 15 日号。 

・戸谷圭子（2014）「『連載』時代の風を読む！女性用パンプスに学ぶ業界の理論と顧客満足

度」『近代セールス社』2014 年 10 月 1 日号。 

・戸谷圭子（2014）「『連載』時代の風を読む！「夫の転勤についてくる妻」という暗黙の前

提に基づいた女性支援では！？」『近代セールス社』2014 年 12 月 1 日号。 

・戸谷圭子（2014）「銀行での女性活躍推進における課題」『金融』 2014 年 12 月号。 

・戸谷圭子（2015）「『連載』時代の風を読む！コーヒー店のトレンドから考える CSR から

CSV への転換の必要性」『近代セールス社』2015 年 2 月 15 日号。 

 

 

 

（２）学会以外のシンポジウム等への招聘講演実施等 

シンポジウム 

・平成 26 年 6 月 27 日 「金融サービスにおける企業・従業員・顧客の共創価値測定尺度の開

発」プロジェクト研究成果交流会（於：JST 東京本部別館 会議室 A-2）30 名参加 

・平成 26 年 7 月 25 日 「金融サービスにおける企業・従業員・顧客の共創価値測定尺度の開

発」研究成果中間発表会（於：福武ホールラーニングシアター）100 名参加 

・平成 27 年 3 月 13 日「工学と経営学の連携がもたらす共創価値」産業技術総合研究所 デジ

タルヒューマンシンポジウム 2015（於：日本科学未来館）300 名参加 

・平成 27 年 8 月 19 日「価値共創が造る未来 ～日本経済の再生を製造業サービス化の視点で

考える～ サービス・トライアングルで実現するサービス化」MBS マーケティングシンポジ

ウム（於：明治大学駿河台キャンパスグローバルフロント）70 名参加 

 

 講演・研修 

・平成 26 年 6 月 19 日 「企業・産業分析スキル『第 9 回：金融ビジネスの基礎知識：経営計

画と組織マネジメントのための分析技法』」群馬大学公開講座（於：野村證券高崎支店 4 階会

議室）18 名参加 

・平成 26 年 7 月 18 日 「エクセルで学ぶ原価管理分析：共創のための費用分類と分析」前橋

商工会議所まちなかキャンパス（於：前橋テルサ 4 階パソコン研修室）14 名参加 

・平成 26 年 8 月 29 日 「～サービスマネジメントの理論と技術「サービスマネジメント」～

サービスマネジメントの基礎知識と重要性を学ぶ～」（於：日本技術士会 会議室）75 名参



 98 

加 

・平成 26 年 12 月 9 日 「～サービスマネジメントの理論と技術「サービス見える化と工学的

手法」(於：日本技術士会 会議室) 75 名参加  

・平成 27 年 1 月 23 日 「～サービスマネジメントの理論と技術「ケーススタディ」～サービ

スマネジメントを自ら事例体験し総括する～」(於：日本技術士会 会議室) 35 名参加  

・平成 26 年 9 月 30 日「サービス額の新たな展開 経営学におけるサービス研究と理工学的ア

プローチ」日本学術会議シンポジウム（於：芝浦工業大学） 

・平成 27 年 9 月 10 日「サービス品質測定尺度と ISO」ヘルスツーリズム品質評価プロジェク

ト 認証制度検討委員会（於：経済産業省本館 17 階） 

・平成 27 年 9 月 13 日「サービス化が変える QOL とビジネス 〜サービス・トライアングル

と共創価値～」MBS&MBSN 共同開催新規事業サービスセッション（於：明治大学駿河台キ

ャンパスアカデミーコモン） 

 

 

 

5-2．論文発表 

 

（１）査読付き（ 1 件） 

    

・新井康平・大浦啓輔・加登豊（2014）「顧客収益性の統計的分析：管理会計研究へのマ

ルチレベル分析の適用可能性」『原価計算研究』Vol.38, No.2, pp.78-88． 

 

 

（２）査読なし（ 9  件） 

・ 新井康平・大浦啓輔・加登豊・戸谷圭子・小沢佳奈・根本裕太郎(2014)「顧客別収益

の情報内容:マルチレベル分散情報の予測力」『サービス学会第2回国内大会予稿集』。 

・ 戸谷圭子(2014)「サービス共創価値の構造に関する考察」『マーケティング・ジャーナ

ル』vol.131，pp.32～45。 

・ 戸谷圭子(2014)「サービス学をサービス実務にどう役立てるか？」『サービソロジー』

2014年4月号，pp.6-7。 

・ 大浦啓輔・新井康平・加登豊(2014)「セルフサービング・バイアスが管理可能性の認

識に与える影響」『日本会計研究学会第73回大会予稿集』。 

・ 石井晃・大西立顕・新井康平・大浦啓輔・戸谷圭子(2014)「実データを用いた企業間

振込ネットワークにおけるページランクと振込総額の統計性とその応用」『第７回社会

システム研究部会資料』, pp.53-58。 

・ 大西立顕・石井晃(2014)「企業間振込ネットワークにおけるページランクと振込総額

の統計性」『統計数理研究所共同研究リポート311 経済物理とその周辺(10)』, pp.64-68。 

・ Keiko Toya (2015), ‘A model for measuring service co-created value’, MBS Review, 

2015, March, No.11 pp.29-38. 

・ 戸谷圭子(2015)「(巻頭言) 製造業のサービス化について」『サービソロジー』2015年11

月号（予定） 

・ 戸谷圭子・持丸正明(2015)「製造業のサービス化 国際動向 －ドイツIndustrie4.0」

『サービソロジー』2015年11月号（予定） 
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5-3．口頭発表 

 

（１）招待講演（国内会議 3  件、国際会議 2  件） 

●国内会議 

・戸谷圭子(2014) 「サービタイジングの授業」JOMSA（オペレーションマネージメント＆ス

トラテジー学会）第６回全国研究発表大会 チュートリアルセッション（於拓殖大学） 

・戸谷圭子(2014)   “ Value co-creation Model in Service ” ISO/TC159/SC1/WG5 国際

標準化機構会議（人間工学専門委員会）（於小樽商科大学札幌サテライト） 

・新井康平(2015) 「階層線形回帰モデルが経営分析に与えるインパクト」日本管理会計学会

2015 年度全国大会統一論題・統一論題討論（於近畿大学）。 

 

●国際会議 

・Keiko Toya (2014),Value co-creation Model in Service, ISO/TC159/SC1/WG5 国際標準化機

構会議（人間工学専門委員会），2014.5.29-2014.5.30，小樽商科大学札幌サテライト。 

・Masaaki Mochimaru, Keiko Toya (2015), From Human-Centered Design Towards 

Human-Centered Organization through international standardization, IEA2015(19th 

Triennial Congress of the International Ergonomics Association), 2015.8.9-2015.8.14, 

Melbourne Convention & Exhibition Centre, Melbourne, Australia. 

 

 

 

（２）口頭発表（国内会議  14 件、国際会議 10  件） 

●国内会議 

1.  新井康平・大浦啓輔・加登豊（2013）「顧客収益性の統計的分析：管理会計研究へのマ

ルチレベル分析の適用可能性」日本原価計算研究学会第 39 回全国大会，専修大学。 

2.  水野誠･小沢佳奈･戸谷圭子（2013）「サービス業における価値共創のモデル化に向けて」

日本マーケティング･サイエンス学会第 94 回研究大会，電通ホール。 

3.  大西立顕、石井晃、戸谷圭子(2014) 「金融機関振込情報のネットワーク分析」統数研共同

研究集会「経済物理とその周辺」H25 第 2 回研究会，2014.3.25，統計数理研究所。 

4.  大西立顕、石井晃(2014) 「企業間の取引ネットワークの統計性」日本物理学会第６９回年

次大会，2014.3.29，東海大学。 

5.  大浦啓輔・新井康平・加登豊(2014)「セルフサービング・バイアスが管理可能性の認

識に与える影響」日本会計研究学会第73回大会，横浜国立大学。 

6.  大西立顕、石井晃、戸谷圭子（2014）「金融機関振込情報のネットワーク分析」2014

年度サービス学会第2回国内大会，2014.4.29，はこだて未来大学。 

7.  小沢佳奈・戸谷圭子・水野誠・根本裕太郎（2014）「価値共創における顧客と従業員

のギャップ」日本消費者行動研究学会第48回カンファレンス，2014.6.14，和歌山大学。 

8.  石井晃、大西立顕、新井康平、大浦啓輔、戸谷圭子（2014）「実データを用いた企業

間振込ネットワークにおけるページランクと振込総額の統計性とその応用」第７回社

会システム研究部会，2014.9.9，小樽商科大学。 

9.  石井晃（2015）「実データに基づいた企業間振込ネットワークの解析と企業評 価と

の連携」第3回金融ネットワーク研究会，2015.1.24，観音崎京急ホテル。 

10. 石井晃、大西立顕、戸谷圭子、新井康平、大浦啓輔（2015）「実データを用いた企業間

取引ネットワークの解析」，統数研共同研究集会「経済物理とその周辺」H26第2回研
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究会，2015.3.27，統計数理研究所。 

11. 大浦啓輔、新井康平、加登豊、小沢佳奈、根本裕太郎、水野誠、戸谷圭子（2015）「顧客収

益性および顧客満足度の主観的な管理可能性に対する影響要因」2015 年度 サービス学会 

第 3 回国内大会，2015.4.9，金沢歌劇座。 

12. 戸谷圭子、水野誠、根本裕太郎、小沢佳奈（2015）「サービスエンカウンターにおける共創

価値のギャップ」2015 年度 サービス学会 第 3 回国内大会，2015.4.9，金沢歌劇座。 

13. 新井康平、石井晃、大西立顕、大浦啓補、小沢佳奈、加登豊、根本裕太郎、水野誠、戸谷

圭子（2015）「企業の財務業績と取引ネットワーク構造」2015 年度 サービス学会 第 3 回

国内大会，2015.4.9，金沢歌劇座。 

14. 中谷宙央、大西立顕、石井晃、戸谷圭子 (2015) 「重みつきネットワークによる企業間送金

の分析」統数研共同研究集会「経済物理とその周辺」研究集会、2015.9.24，鳥取大学、（予

定） 

 

●国際会議 

1.  Takaaki Ohnishi, Akira Ishii (2013) "Network analysis of inter-firm payment flows", 

ESHIA Winter Workshop 2013, 2013.11.19, Nanyang Technological University, 

Singapore. 

2.  Keiko Toya, Kana Ozawa, Kohei Arai, and Yutaro Nemoto,（2014）,“ Three dimension 

model of value co-creation,”,AMA SERVSIG 2014 International Service Research 

Conference, Japan. 

3.  石井晃（2014）,Network analysis of inter-firm payment flows using real monetary 

transaction records between firms,GENED workshop, the Institute for the World 

Economy (IfW),2014.4.28-2014.4.29,Kiel. 

4.  Keiko Toya, Makoto Mizuno, Kana Ozawa, Kohei Arai, Yutaro Nemoto (2014), 

VALUE CO-CREATION MODEL FOR SUSTAINABILITY, American Marketing 

Association SERVICE SIG Conference, 2014.6.14-2014.6.16, Tessaloniki Greece. 

5.  Keiko Toya, "Developing a value co-creation measurement on financial industry.",  

AHFE 2014, July 2014（査読あり） 

6.  Makoto Mizuno, Kohei Arai, Akira Ishii, Yutaro Nemoto, Takaaki Ohnishi, Keisuke 

Oura, Kana Ozawa, Keiko Toya (2014), Empirical Agent-Based Modeling for Customer 

Portfolio Management: A Case of a Regional B2B Financial Service in Japan, 

Complexity in Business Conference, 2014.10.31, University of Maryland , Washington 

DC, US. 

7.  Keiko Toya, Makoto Mizuno, Kana Ozawa (2015), Relationship between Co-Creation 

Value of Customer-Employee and Profit in Financial Service, The 14th Quality in 

Service (QUIS14), 2015.6.18, CEIBS, Shanghai, China.（査読あり） 

8.  Makoto Mizuno, Keiko Toya, Kana Ozawa, Yutaro Nemoto, Kohei Arai, Keisuke Oura, 

Akira Ishii, Takaaki Ohnishi (2015), The Moment When Every Stakeholder Becomes 

Happier: A Case of a Regional B2B Financial Service, The 3rd International Conference 

of Serviceology (ICServ2015) , 2015.7.7, San Jose Marritott, San Jose, US.（査読あり） 

9.  Makoto Mizuno, Keiko Toya, Kana Ozawa, Yutaro Nemoto, Kohei Arai, Keisuke Oura, 

Akira Ishii, Takaaki Ohnishi (2015), Quantifying the Impact of Contagion of Customer 

(Dis-) Satisfaction: An Agent-Based Approach for a B2B Financial Service, The 24th 

Annual Frontiers in Service Conference, 2015.7.10, San Jose Marritott, San Jose, US.

（査読あり） 
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10. Michiaki Nakaya, Takaaki Ohnishi, Akira Ishii, Keiko Toya (2015), Inter-firm money 

transfers: a weighted network analysis, Challenges in Data Science: a Complex Systems 

Perspective, 2015.10.14-17, Torino, Italy（予定） 

 

 

（３）ポスター発表（国内会議  1 件、国際会議 4  件） 

1.  新井康平・大浦啓輔・加登豊・戸谷圭子・小沢佳奈・根本裕太郎(2014)「顧客別収益

の情報内容:マルチレベル分散情報の予測力」サービス学会第 2 回国内大会，はこだて

公立未来大学。 

 

 

1.  Takaaki Ohnishi, Akira Ishii, Keiko Toya（2014）"Applying PageRank to interfirm 

money transfer network", NetSci2014, 2014.6.5, Berkley, California. 

2.  T. Ohnishi, A. Ishii, K. Arai, K. Oura, K. Toya（2014）"Network analysis of inter- firm 

payment flows using real monetary transaction records between firms", International 

Conference on Statistical Physics (SigmaPhi 2014), 2014.7.7-2014.7.11,Sheraton Rhodes 

Resort, Greece. 

3.  Takaaki Ohnishi, Akira Ishii, Kohei Arai, Keisuke Oura, Keiko Toya (2014) "Network 

analysis of inter-firm payment flows using real monetary transaction records between 

firms", European Conference on Complex Systems 2014,2014.9.22, IMT Institute for 

Advanced Studies, Italy. 

4.  Makoto Mizuno, Keiko Toya, Kana Ozawa, Mayomi Haga, Yutaro Nemoto, Kohei Arai, 

Keisuke Oura, Akira Ishii, Takaaki Ohnishi (2014), Simulating Value Co-Creation in 

B2B Financial Service: An Application of Empirical Agent-Based Modeling, Social 

Simulation Conference, 2014.9.2, Universitat Autònoma de Barcelona, Spain 

 

 

 

5-4．新聞報道・投稿、受賞等 

 

  ①新聞報道・投稿 

   新聞名、掲載日付、朝夕刊の別、記事のタイトル など 

 

・ニッキン 2015/9/11 付 「文科省、12 月に提言 金融の新評価指標を研究」 
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